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 序章 はじめに                       
 

戦後から現在に至るまで、日本の社会経済は、幾多の苦難を乗り越えてきました。バ

ブル崩壊後の経済停滞、効率的な社会をめざすための構造改革、世界へ目を向けるグロ

ーバリゼーション、少子高齢化の進展、環境問題、リーマンショック等の金融システム

の不安など、世界的かつ歴史的な大潮流の中で日本は果敢に攻めながら変化し続けてき

ました。基礎自治体である地方公共団体も同様、同じ波の中を難しい舵取りを強いられ

ながらも、地域の独自性を大切にしながら、しなやかに自らを変化させてきました。 

しかし、右肩上がりの経済成長から成熟社会へ移行してきたその先に、更に厳しい「人

口減少」のフェーズを迎えることになりました。日本の人口は、2008 年（平成 20 年）を

ピークに減少をはじめその後は一貫して減少を続けると推測されています。特に、東京

一極集中と地方からの人口流出が著しく、10 歳代後半から 20 歳代の若者の流出が著しい

地方都市においては、更に厳しい社会経済運営が課されているというのが現在の状況で

あると言えます。 

この難局を打開していくために、国は、2014 年（平成 26 年）11 月に「まち・ひと・

しごと創生法」を制定し、すべての地方公共団体が来たるべき未来像を真摯に検討する

よう一石を投じました。更に、日本の人口の将来展望を示す「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」を策定するとともに、今後のまちの運営の旗印ともなる目標や施策の基

本的方向、具体的施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

また、岐阜県においては、国の総合戦略を踏まえつつ、めざすべき政策の方向性とし

て「『清流の国ぎふ』の未来づくり」を掲げ、人口減少社会においても、安全・安心して

県民が暮らすことができ、地域に魅力を感じながら、誇りを持つことができる岐阜県づ

くりを進めることとしており、今般、「『清流の国ぎふ』創生総合戦略」がとりまとめら

れたところです。 

山県市においても、国と岐阜県に連動し、人口減少社会においても、持続的な発展を

遂げることができるように、山県市の将来人口の把握・分析と、めざすべき方向を提示

することを目的とした「山県市人口ビジョン」及び人口ビジョンで示した将来展望を実

現するための重要施策をとりまとめた「山県市総合戦略」から構成する「山県市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定します。 
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第１章 山県市人口ビジョン                  
 第１節 山県市人口ビジョンの概要                   

 

 １ 位置づけ                             

 

山県市人口ビジョンは、「まち・ひと・しごと創生法」に基づき、2060 年（平成 72 年）

に１億人程度の総人口を確保する中長期展望を示した国の「長期ビジョン」及び 2100 年（平

成 112 年）に人口 130 万人を維持すると掲げた岐阜県の「岐阜県人口ビジョン」を勘案し

つつ、山県市におけるめざすべき将来の方向と将来展望を示すものとして位置づけます。 

山県市人口ビジョンの策定にあたっては、山県市のこれまでの人口動向を詳細に分析す

ることで人口減少の要因を把握し、更に分析結果や町民意識調査を踏まえてめざすべき将

来を展望します。特に山県市においては、直近の調査における合計特殊出生率が岐阜県下

42 市町村の中で最も低い状況であり、原因把握と打開策を検討することを最重点課題とし

ます。 

更に山県市人口ビジョンは、山県市のまち・ひと・しごと創生を成し遂げるための重要

施策をとりまとめた「山県市総合戦略」の方向性を決定づける基礎資料として位置づけま

す。 

 

 ２ 対象期間                             

 

山県市人口ビジョンの対象期間は 2060 年とします。 

 

 ３ 山県市総合計画との関係性         

 

山県市人口ビジョンは、現在展開している第２次山県市総合計画において定めた 2023 年

（平成 35年）における目標人口（27,800 人）との整合性を保つものとします。 
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 第２節 山県市の人口の現状と将来人口の推計              

 

 １ 人口動向分析                           

（１）人口と世帯数の推移 
① 総人口の推移 

山県市の総人口は、1965 年（昭和 40 年）以降増加傾向にあり、ピークとなる 1995 年

（平成７年）までの 30 年間で 5,110 人増加しました（26,424 人→31,534 人）。しかし、

2000 年（平成 12 年）にかけて減少に転じ、直近の国勢調査（2010 年（平成 22 年））で

は 29,629 人と、ピーク比約 6.0％減少しています。 

【出典：総務省「国勢調査」※合併以前は旧３町村の合計。以下、特記がないものは同様】 

② 世帯の推移 

山県市の一般世帯数は、単独世帯や核家族世帯の増加を受けて増加傾向にあります。

一方で、三世代世帯は 2000 年（平成 12 年）から 2010 年（平成 22 年）までに 694 世帯

減少しています。世帯数人員も 1985 年（昭和 60 年）からの 25 年間で 0.85 人減少して

おり、世帯規模の小規模化が進んでいます。 

【出典：総務省「国勢調査」】 
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〔図表２ 家族類型別一般世帯数と世帯人員数の推移〕 
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単独世帯における世帯主の年齢階級別推移をみると、65 歳以上の高齢単独世帯数が大

きく増加しています。2000 年（平成 12 年）から 2010 年（平成 22 年）までの 10 年間の

間に、65～74 歳の単独世帯数は約 1.3 倍（246 世帯→309 世帯）、75～84 歳の単独世帯数

は約 1.6 倍（202 世帯→318 世帯）、85歳以上の単独世帯数に至っては約 2.6 倍（42世帯

→110 世帯）となっています。 

【出典：総務省「国勢調査」】 
③ 年齢４区分別人口の推移 

山県市の年少人口（０～14 歳の人口）は、1980 年（昭和 55年）から一貫して減少傾向

にあります。2010 年（平成 22 年）の年少人口は 3,766 人となり、1980 年（昭和 55 年）

の 7,056 人から 3,290 人減少しました。 

生産年齢人口（15～64 歳の人口）は、1995 年（平成７年）の 20,963 人をピークとして

減少し、2010 年（平成 22 年）の生産年齢人口は 18,230 人と、15 年間で 2,733 人減少し

ています。 

老年人口（65 歳以上の人口）は、1980 年（昭和 55年）以降増加の一途を辿っています。

2000 年（平成 12 年）に年少人口を上回り、2010 年（平成 22 年）には 7,633 人と同年の

年少人口（3,766 人）の２倍以上となっています。 

後期高齢者人口（75 歳以上の人口）も、老年人口同様に 1980 年（昭和 55 年）以降は

増加傾向にありますが、増加率は老年人口より大きく、1980 年（昭和 55 年）と 2010 年

（平成 22年）を比較すると、３倍以上に増加しています。 

7,056
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（年少人口）

19,273
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【出典：総務省「国勢調査」※年齢不詳は按分している】 
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〔図表４ 年齢４区分別人口の推移〕 
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（２）将来人口の推移 
① 総人口及び年齢４区分別人口の推計 

国立社会保障・人口問題研究会（以下、「社人研」といいます）の推計によると、山県

市の 2040 年（平成 52年）の総人口は 21,289 人にまで減少すると予測されています。社

人研の推計方法に準拠して、山県市が独自に推計した 2060 年（平成 72 年）の総人口は

15,327 人となり、ピークである 1995 年（平成７年）の総人口（31,534 人）の半分以下

にまで減少します。なお、社人研による推計は、「第２次山県市総合計画」にて目標人口

に定めた 2023 年（平成 35 年）の定住人口（総人口）27,800 人を下回る推計結果となっ

ています。 

また、同推計によると、年少人口は減少の一途を辿り、2040 年（平成 52年）には 1,983

人、2060 年（平成 72 年）には 1,247 人と予測されています。これは、それぞれ 1980 年

（昭和 55年）の年少人口と比べて約 28.1％と約 17.7％の水準となります。 

生産年齢人口も減少傾向にあり、2040 年（平成 52 年）には 11,044 人、2060 年（平成

72 年）には 7,703 人にまで減少します。 

老年人口は、2025 年（平成 37年）に 9,162 人となり、同年までは増加しますが、以降

は減少することが予測されています。 

後期高齢者人口は、2030 年（平成 42年）にピーク（5,589 人）を迎えますが、以降は

減少する推計結果となっています。 

【出典：総務省「国勢調査」、社人研「日本の地域別将来推計人口」、市独自推計】 

※将来推計は、四捨五入により年少人口と生産年齢人口と老年人口の合計が総人口と一致しない 
 

 

 

 

〔図表５ 総人口及び年齢４区分別人口の推移と将来推計〕 
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② 人口構造の変化 

1980 年（昭和 55年）以降、年少人口割合と生産年齢人口割合が一貫して減少する一方

で、老年人口割合（＝高齢化率）と後期高齢者人口割合は一貫して増加します。 

2040 年（平成 52 年）には、年少人口割合が 9.3％、生産年齢人口割合が 51.9％、老年

人口割合が 38.8％（うち、後期高齢者人口割合は 24.2％）となり、更に 2060 年（平成

72 年）には、年少人口割合が 8.1％、生産年齢人口割合が 50.3％、老年人口割合が 41.6％

（うち、後期高齢者人口割合は 26.4％）となり、山県市の人口構造は大きく変化するこ

とが予測されています。 

【出典：総務省「国勢調査」、社人研「日本の地域別将来推計人口」、山県市独自推計】 

【出典：総務省「国勢調査」、社人研「日本の将来推計人口」、岐阜県「岐阜県長期構想中間見直し」】 

また、1980 年（昭和 55年）、2010 年（平成 22 年）、2040 年（平成 52年）、2060 年（平

成 72年）の人口ピラミッドを比較すると、1980 年（昭和 55 年）は年少人口と 30歳代に

厚みがある「星型」でしたが、2010 年（平成 22 年）には 1980 年（昭和 55年）当時の年

少人口が生産年齢人口となる一方で 30歳代が 60歳代となり、人口ピラミッドは「つぼ

型」になりました。2040 年（平成 52年）と 2060 年（平成 72年）には全年齢階級の人口

が減少し「つぼ型」が徐々に細くなっていきます。 

〔図表６ 年齢４区分別人口割合の推移と将来推計〕 
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〔図表７ 高齢化率及び後期高齢化率の比較〕 
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〔図表８ 人口ピラミッドの比較〕 
1980 年（昭和 55 年） 

2010 年（平成 22 年） 

2040 年（平成 52 年）推計 
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【出典：総務省「国勢調査」、社人研「日本の地域別将来推計人口」、山県市独自推計】 
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 ２ 人口動態分析                           

（１）自然動態 
① 出生数、死亡数及び自然増減の推移 

2002 年（平成 14年）以降の山県市の状況をみると、一貫して死亡数が出生数を上回る

「自然減」となっています。更に、出生数が減少傾向にあるのに対して死亡数は増加傾

向にあるため、「自然減」は拡大しています。 

【出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査」】 

② 合計特殊出生率 

≪推移≫ 

山県市の合計特殊出生率は、３町村の合併以前も含めて減少傾向にありますが、直近

の合計特殊出生率は 1.28 と前期比 0.04 上昇しています。 

ただし、直近の合計特殊出生率は、県内 42市町村中の最下位に甘んじています。県平

均の 1.49 から 0.21、全国平均の 1.38 からも 0.10 下回っており、合計特殊出生率の改善

は喫緊の課題です。 

【出典：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」】 

 

〔図表９ 出生数、死亡数及び自然増減の推移〕 
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（％） 〔図表 10 合計特殊出生率の推移〕 



- 10 - 

 

≪母となる 15～49 歳の日本人女性人口と出生数の推移≫ 

母となる 15～49 歳の日本人女性人口は、2000 年（平成 12 年）から 2010 年（平成 22

年）までに減少傾向にあります。将来的にも減少が続けば、仮に合計特殊出生率が改善

しても、出生数の大幅な増加に繋がりません。 

【出典：総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態調査」】 

≪性別・年齢別有配偶率の推移≫ 

男女ともに 30 歳代の有配偶率の減少が顕著であり、2010 年（平成 22 年）の国勢調査

では、30 歳代後半の男性の約６割、女性の約７割しか有配偶者がおらず、山県市におい

ても非婚化・晩婚化の影響が現れています。 

 

【出典：総務省「国勢調査」】 

 

 

 

 

 

 

〔図表 11 15～49 歳の日本人女性人口と出生数の推移〕 
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〔図表 12 性別・年齢別有配偶率の推移〕 
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≪直近の合計特殊出生率の分析≫ 

厚生労働省の定義では、合計特殊出生率とは、「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を

合計したもの」であり、市町村別の合計特殊出生率は５歳階級別の出生率の合計で算出

しています。最終的には、多くの市町村は標本数（出生数）が少なく、偶然変動の影響

を受けますので、二次医療圏（山県市は岐阜医療圏）のデータも利用した「ベイズ推定」

により算出します。 

山県市の直近の合計特殊出生率を分析すると下表のとおりとなります。 

【出典：厚生労働省「人口動態調査」「人口動態保健所・市区町村別統計」、総務省「国勢調査」】 

≪出産女性の年齢階級別の出生数の推移≫ 

出産の 95％を占め、人口の再生産力が高い 20～39 歳の女性が出産した出生数の推移に

着目すると、20 歳代前半の女性による出生数は 1995 年（平成７年）から 2013 年（平成

25 年）までの 18 年間で 25 人減少し（41 人→16人）、20歳代後半の女性による出生数は

75 人減少し（114 人→39人）、30歳代前半の女性による出生数は 22 人減少し（87 人→65

人）、30 歳代後半の女性による出生数は８人増加しています（23 人→31 人）。特に、20

歳代後半の女性による出生数の減少が顕著に現れています。 

【出典：厚生労働省「人口動態調査」】 

 

 

 

出生率

A （構成比） B （構成比） A／B

15～19歳 11 (1.3%) 722 (13.5%) 0.3% 0.02 0.02
20～24歳 102 (12.2%) 694 (13.0%) 6.8% 0.15 0.15
25～29歳 253 (30.2%) 631 (11.8%) 32.8% 0.40 0.42
30～34歳 297 (35.5%) 679 (12.7%) 59.2% 0.44 0.47
35～39歳 150 (17.9%) 884 (16.5%) 69.8% 0.17 0.19
40～44歳 23 (2.7%) 846 (15.8%) 79.9% 0.03 0.03
45～49歳 1 (0.1%) 902 (16.8%) 85.5% 0.00 0.00

合計 837 (100.0%) 5,358 (100.0%) － 1.20 1.28

母親の年齢

出生数 日本人女性人口
有配偶率 出生率

（ベイズ推定値）

〔図表 13 直近の合計特殊出生率の分析〕 
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〔図表 14 出産女性の年齢階級別の出生数の推移〕 
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≪出産女性の年齢構成の時系列比較≫ 

1995 年（平成７年）と 2013 年（平成 25 年）における出産女性の年齢構成を比較する

と、20歳代の割合が減少（57.6％→34.6％）し、30歳代の割合が増加（40.9％→60.4％）

しており、晩婚化・晩産化の傾向がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：厚生労働省「人口動態調査」】 

≪出産女性の年齢構成の比較≫ 

出産女性の年齢構成について、岐阜県、郡上市（合計特殊出生率が県内最高位）、垂井

町（合計特殊出生率が県内平均かつ直近の国勢調査における 15～49 歳の日本人女性人口

が山県市と近しい（5,377 人））と比較すると、山県市に特徴があるとは言い切れません。 

【出典：厚生労働省「人口動態調査」】 

 

 

 

 

山県市 岐阜県 郡上市 垂井町
15～19歳 1.3% 1.1% 0.8% 0.7%
20～24歳 12.2% 10.2% 10.7% 11.1%
25～29歳 30.2% 31.0% 31.1% 32.6%
30～34歳 35.5% 36.7% 37.4% 34.6%
35～39歳 17.9% 18.5% 17.2% 19.9%
40～44歳 2.7% 2.4% 2.7% 1.1%
45～49歳 0.1% 0.0% 0.1% 0.0%
【参考】合計特殊出生率 1.20 1.49 1.85 1.47
【参考】合計特殊出生率

　　　（ベイズ推定値）
1.28 1.49 1.78 1.48

〔図表 15 出産女性の年齢構成の比較〕 

〔図表 16 出産女性の年齢構成の岐阜県及び他市町村との比較〕 
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≪15～49 歳の日本人女性の５歳階級の年齢構成割合の比較≫ 

年齢構成割合を比較すると、山県市は特に出生率の高い 20 歳代後半から 30 歳代の日

本人女性の割合が低いことがわかります。 

【出典：総務省「国勢調査」※年齢不詳は按分している】 

≪15～49 歳の日本人女性の有配偶率の比較≫ 

年齢構成割合と同様に、山県市は特に出生率の高い 20 歳代後半から 30 歳代の有配偶

率が低いことがわかります。 

【出典：総務省「国勢調査」※年齢不詳は按分している】 

≪15～49 歳の有配偶の日本人女性の１人あたり出生数の比較≫ 

 （各年齢階級の出生数／各年齢階級の有配偶人口） 

山県市の「15～49 歳の有配偶の日本人女性の１人あたり出生数」については、大きな

差異はありません。 

【出典：厚生労働省「人口動態調査」、総務省「国勢調査」】 

山県市 岐阜県 郡上市 垂井町
15～19歳 13.5% 12.1% 13.0% 12.4%
20～24歳 13.0% 11.4% 7.4% 11.6%
25～29歳 11.8% 12.5% 10.7% 12.6%
30～34歳 12.7% 14.5% 14.3% 14.9%
35～39歳 16.5% 17.8% 17.3% 17.9%
40～44歳 15.8% 16.0% 17.0% 15.0%
45～49歳 16.8% 15.7% 20.3% 15.7%

山県市 岐阜県 郡上市 垂井町
15～19歳 0.3% 0.5% 0.3% 0.3%
20～24歳 6.8% 9.6% 14.8% 8.0%
25～29歳 32.8% 39.6% 46.3% 40.0%
30～34歳 59.2% 64.8% 69.6% 66.5%
35～39歳 69.8% 74.3% 79.7% 73.7%
40～44歳 79.9% 77.8% 81.7% 78.6%
45～49歳 85.5% 81.1% 85.2% 82.5%

山県市 岐阜県 郡上市 垂井町
15～19歳 1.00人 0.77人 0.33人 0.50人
20～24歳 0.36人 0.39人 0.39人 0.48人
25～29歳 0.27人 0.26人 0.25人 0.29人
30～34歳 0.14人 0.16人 0.17人 0.14人
35～39歳 0.05人 0.06人 0.06人 0.05人
40～44歳 0.01人 0.01人 0.01人 0.01人
45～49歳 0.00人 0.00人 0.00人 0.00人

〔図表 17 日本人女性の年齢構成割合の岐阜県及び他市町村との比較〕 

〔図表 18 日本人女性の年齢階級別有配偶率の岐阜県及び他市町村との比較〕 

〔図表 19 日本人有配偶女性の年齢構成別１人あたり出生数の岐阜県及び他市町村との比較〕 
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≪夫婦のいる一般世帯あたりの子ども数の比較（子ども数／夫婦のいる一般世帯数）≫ 

山県市の「夫婦のいる一般世帯あたりの子ども数」は、岐阜県や郡上市と比べると多

いことがわかりました。 

【出典：総務省「国勢調査」】 

 

以上の分析から、山県市の合計特殊出生率が低い要因として、「若年女性の結婚意向が

低い」「結婚すると他市町村に転出してしまう」という２つの仮説が考えられます。 

 

③ 平均寿命の推移と比較 

2010 年（平成 22年）における山県市の平均寿命は、男性で 80.1 歳、女性で 86.3 歳と

なりました。2000 年（平成 12年）の平均寿命と比較すると、男性で 2.7 歳、女性で 3.4

歳延びています。 

山県市の平均寿命を岐阜県や全国と比較すると、2000 年（平成 12年）は男女ともに岐

阜県及び全国を下回っていましたが、2010 年（平成 22年）は、男性は岐阜県及び全国を

上回り、女性は岐阜県と同じで全国より 0.1 歳だけ下回っています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：厚生労働省「市区町村別生命表」「都道府県別生命表」※2000 年は旧３町村のデータより算出】 

 

 

 

 

（単位：歳） 

山県市 岐阜県 郡上市 垂井町
子どもなし 36.1% 36.6% 42.6% 32.8%
子ども１人 28.0% 29.3% 29.5% 29.8%
子ども２人 27.0% 26.1% 20.2% 27.9%
子ども３人 8.1% 7.2% 6.9% 8.5%
子ども４人以上 0.8% 0.8% 0.8% 1.0%

2000年 2005年 2010年

男性 77.4 78.4 80.1
女性 82.9 85.0 86.3
男女差（女性－男性） 5.5 6.6 6.2
男性 78.1 79.0 79.9
女性 84.3 85.6 86.3
男女差（女性－男性） 6.2 6.6 6.3
男性 77.7 78.8 79.6
女性 84.6 85.8 86.4
男女差（女性－男性） 6.9 7.0 6.8

山
県
市
岐
阜
県

全
国

〔図表 20 夫婦のいる一般世帯あたりの子どもの数の岐阜県及び他市町村との比較〕 
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〔図表 21 平均寿命の推移及び岐阜県・全国との比較〕 
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（２）社会動態 
① 転入数、転出数及び社会増減の推移 

2002 年（平成 14 年）以降の山県市の状況をみると、2003 年（平成 15 年）を除いて転

出数が転入数を上回る「社会減」となっています。また、直近の２年間においては、転

入数、転出数ともにこれまでより 300 人程度増加しています。 

【出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査」】 

② 年齢別転入転出差の推移 

かつての山県市は、10 歳代後半から 20 歳代にかけて大きな転出超過がありましたが、

近年は転出超過数が少なくなっています。一方で、30 歳代に大きな転入超過がありまし

たが、30歳代後半は転入超過数が減少し、30 歳代前半に至っては、転出超過に転落して

います。これに伴って、５～９歳の子どもの転入超過数も減少し、近年では転入転出差

がなくなっています。 

【出典：総務省「国勢調査」】 

〔図表 22 転入数、転出数及び社会増減の推移〕 
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③ 移動理由別転入転出差の推移 

山県市は、1990 年（平成２年）以降一貫して「職業上」や「結婚等」により転出超過

となっています。一方で、かつて見られた「住宅事情」による転入超過は 1993 年（平成

５年）以降減少傾向にあり、近年ではほとんど転入転出が均衡しています。これらを受

けて、市全体の転入転出差は 2004 年（平成 16 年）以降マイナスとなり、更にマイナス

幅が拡大しています。 

なお、2014 年（平成 26 年）の調査では、20 歳代が「職業上」や「結婚等」により、

30 歳代が「結婚等」により市外に転出しています。 
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山県市の主な移動理由でみた世代別日本人の社会動態（平成26年）

【出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査」】 

〔図表 24 移動理由別転入転出差の推移〕 

〔図表 25 主な移動理由別でみた世代別日本人の転入転出差（2014 年（平成 26 年））〕 
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④ 主な市町村別の移動者、就業者及び通学者 

山県市は、岐阜市や関市を主として県内のほとんどの市町村で転出超過となっており

県内の転入転出差は▲259 人ですが、外国からの転入超過により総計の転入転出差は▲

194 人に留まっています。 

また、流入者（他市から山県市への就業・通学者）が 3,858 人に対し、流出者（山県

市から他市への就業・通学者）は 8,505 人と流入流出差が大幅にマイナスです。山県市

民の就業・通学先は、岐阜市や愛知県（主に名古屋市や一宮市）となっています。 

 

【出典：岐阜県「岐阜県人口動態統計調査（2010～2014 年の平均値）」、総務省「国勢調査（2010 年）」】 

人数 （構成比） 人数 （構成比） 人数 （構成比）

総計 973 (100.0%) 1,167 (100.0%) ▲ 194 (100.0%)

県内合計 429 (44.1%) 688 (58.9%) ▲ 259 (133.7%)

岐阜市 250 (25.7%) 362 (31.1%) ▲ 112 (58.0%)

関市 47 (4.8%) 78 (6.7%) ▲ 31 (16.1%)

美濃市 7 (0.7%) 13 (1.1%) ▲ 6 (3.1%)

各務原市 21 (2.1%) 33 (2.8%) ▲ 12 (6.4%)

その他県内 104 (10.7%) 201 (17.2%) ▲ 97 (50.1%)

県外等合計 544 (55.9%) 479 (41.1%) 65 (-33.7%)

愛知県 76 (7.8%) 137 (11.7%) ▲ 61 (31.3%)

東京都 15 (1.5%) 29 (2.5%) ▲ 14 (7.3%)

その他道府県 82 (8.5%) 99 (8.5%) ▲ 17 (8.7%)

外国 365 (37.5%) 145 (12.4%) 220 (-113.5%)

不詳 6 (0.6%) 69 (5.9%) ▲ 63 (32.5%)

人数 （構成比） 人数 （構成比） 人数 （構成比）

総計 3,858 (100.0%) 8,505 (100.0%) ▲ 4,647 (100.0%)

県内合計 3,778 (97.9%) 7,374 (86.7%) ▲ 3,596 (77.4%)

岐阜市 2,500 (64.8%) 4,693 (55.2%) ▲ 2,193 (47.2%)

関市 597 (15.5%) 1,011 (11.9%) ▲ 414 (8.9%)

美濃市 125 (3.2%) 245 (2.9%) ▲ 120 (2.6%)

各務原市 93 (2.4%) 350 (4.1%) ▲ 257 (5.5%)

その他県内 463 (12.0%) 1,075 (12.6%) ▲ 612 (13.2%)

県外等合計 80 (2.1%) 1,131 (13.3%) ▲ 1,051 (22.6%)

愛知県 73 (1.9%) 610 (7.2%) ▲ 537 (11.6%)

東京都 0 (0.0%) 9 (0.1%) ▲ 9 (0.2%)

その他道府県 7 (0.2%) 32 (0.4%) ▲ 25 (0.5%)

外国 ― ― ― ― ― ―

不詳 0 (0.0%) 480 (5.6%) ▲ 480 (10.3%)

流出 流入流出差

転入 転出 転入転出差

流入

（単位：人） 〔図表 26 主な市町村別の転入転出、流入流出の状況〕 
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このように、山県市は岐阜市との繋がりが非常に強いため、「岐阜県人口ビジョン」に

おいては、岐阜市を人口のダム機能都市とする「ダム機能都市通勤圏型」として位置付

けられています。 

⑤ 山県市の産業・雇用創造チャート 

総務省が提供する「地域の産業・雇用創造チャート」によれば、山県市の産業構造に

おける雇用創造力が高い産業は「社会保険・社会福祉・介護事業」「プラスチック製品製

造業」「金属製品製造業」であり、稼ぐ力（注）の高い産業は「家具・装備品製造業」「林業」

「金属製品製造業」などとなっています。 

（注）総務省が定義した「稼ぐ力」とは、山県市の産業別従事者の比率と全国の産業別 

（注）従事者を比較した特化係数に、輸出入を調整することで修正特化係数を算出し、 

（注）それを対数変換したものを言います。修正特化係数が１以上の産業（全国と比べて 

（注）従業者数比率の多い産業）は「稼ぐ力」が０以上となり、１未満の産業はマイナス 

となります。 

【出典：総務省「2009 年経済センサス－基礎調査」「2012 年経済センサス－活動調査」等】 
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〔図表 27 産業・雇用創造チャート〕 
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 ３ 将来人口の推計と分析                       

 

（１）出生率や移動率などについて仮定値を変えた人口推計の比較 
社人研の推計（パターン①）によると、山県市の総人口は今後も減少を続け、2040 年（平

成 52年）には 21,289 人、2060 年（平成 72年）には 15,327 人になると予測されています。 

日本創成会議の推計（パターン②）でも、山県市の総人口の減少が予測されており、2040

年（平成 52 年）には、パターン①より少ない 20,491 人になる推計結果を出しています。 

社人研推計をベースに出生率の改善と転入転出の均衡を図った推計（パターン③）では、

パターン①とパターン②より減少幅が少なくなりますが、減少傾向にあることには変わり

はなく、2040 年（平成 52 年）に 23,535 人、2060 年（平成 72 年）には 20,128 人となりま

す。 

なお、いずれの推計でも「第２次山県市総合計画」において目標人口として定めた 2023

年（平成 35 年）に定住人口 27,800 人には届きません。 

 

  

2013 年の将来人口 ／目標人口比 
パターン①：26,448 人／▲1,352 人 
パターン②：26,242 人／▲1,558 人 
パターン③：27,127 人／  ▲673 人 

主な仮定
社人研推計
（パターン①）

日本創成会議推計
（パターン②）

独自推計
パターン③

出生に関する仮定
合計特殊出生率は
徐々に減少

社人研推計と同様
合計特殊出生率が
2030年に1.8、2040年に
2.07となるよう上昇

移動に関する仮定
一定程度まで転入と
転出が徐々に均衡

現状維持
2040年に転入転出差が
なくなる

〔図表 28 将来人口推計の比較〕 
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（２）人口減少段階の分析 
社人研の推計（パターン①）によると、山県市の人口減少段階は、2020 年（平成 32 年）

までは第１段階（老年人口の増加）、2030 年（平成 42 年）までは第２段階（老年人口の維

持・微減）となり、2030 年（平成 42 年）以降は第３段階（老年人口の減少）となります。

したがって、2030 年（平成 42年）以降の山県市は、急速に人口減少が加速していくことが

予測されています。 

（３）将来人口に及ぼす自然増減及び社会増減の影響度の分析 
自治体ごとに人口動向や人口動態が異なり、人口減少における対応すべき課題が異なり

ます。そこで、政府の「まち・ひと・しごと創生本部」が示したシミュレーションを用い

て、山県市の将来人口に及ぼす自然増減及び社会増減の影響度を分析します。 

≪シミュレーションの内容≫ 

 

≪シミュレーション結果の評価基準≫ 

シミュレーション① パターン①＋合計特殊出生率が2030年までに2.1まで上昇

シミュレーション② シミュレーション①＋純移動率が2030年までにゼロに収束

自然増減の影響度
シミュレーション①の2040年の総人口／パターン①の2040年の総人口の数値に応じて、
以下の５段階に整理する。
「１」＝100％未満、「２」＝100～105％未満、「３」＝105～110％未満
「４」＝110～115％未満、「５」＝115％以上の増加

社会増減の影響度
シミュレーション②の2040年の総人口／シミュレーション①の2040年の総人口の数値
に応じて、以下の５段階に整理する。
「１」＝100％未満、「２」＝100～110％未満、「３」＝110～120％未満
「４」＝120～130％未満、「５」＝130％以上の増加
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〔図表 29 総人口及び年齢３区分別人口の指数の推移と人口減少段階の分析〕 
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シミュレーションによると、山県市の自然増減の影響度は「４」、社会増減の影響度は「２」

となります。これは、山県市の合計特殊出生率と転出超過の状況が要因と考えられます。 

山県市の人口減少対策においては、合計特殊出生率を改善することが転出超過を抑制す

ることより大きな効果が得られるという結果ですが、合計特殊出生率の改善効果が得られ

るには相応の時間を要することが明らかになっていることを踏まえ、山県市の短期的な人

口減少対策としては転出超過の抑制を図り、中長期的な人口減少対策として合計特殊出生

率の改善を図ることが重要と考えられます。 

 

  

分類 計算方法 影響度

自然増減の
影響度

シミュレーション①の2040年の推計人口23,636人
パターン①の2040年の推計人口 21,289人

⇒ 23,636人／21,289人＝111.0％

４

社会増減の
影響度

シミュレーション②の2040年の推計人口24,836人
シミュレーション①の2040年の推計人口23,636人

⇒ 24,836人／23,636人＝105.1％

２

〔図表 30 自然増減及び社会増減の影響度〕 
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（４）推計ごとの人口及び増減率 
シミュレーション①とシミュレーション②の比較により、山県市の特徴である若年世代

の転出超過を抑制することで、合計特殊出生率の改善効果がより高くなることがわかりま

す。また、シミュレーション②においては、2040 年（平成 52 年）の年少人口を 2010 年（平

成 22年）の年少人口から増加させることが可能となります。 

  

（単位：人）

うち、０～４

歳人口

うち、後期

高齢者人口

2010年 29,629 3,766 1,006 18,230 7,633 3,803 3,255

21,289 1,984 576 11,044 8,261 5,156 1,840

シミュレーション① 23,636 3,683 1,121 11,692 8,261 5,156 1,972

シミュレーション② 24,836 3,869 1,224 12,766 8,201 5,091 2,103

20,491 1,898 520 10,384 8,209 5,126 1,655

23,535 3,302 1,134 11,833 8,401 5,226 2,150

20～39歳
女性人口

総人口

年少人口
生産年齢
人口

老年人口

現状値

2040年

パターン①

パターン②

パターン③

うち、０～４

歳人口

うち、後期

高齢者人口

-28.1% -47.3% -42.8% -39.4% 8.2% 35.6% -43.5%

シミュレーション① -20.2% -2.2% 11.5% -35.9% 8.2% 35.6% -39.4%

シミュレーション② -16.2% 2.7% 21.7% -30.0% 7.4% 33.9% -35.4%

-30.8% -49.6% -48.3% -43.0% 7.5% 34.8% -49.2%

-20.6% -12.3% 12.8% -35.1% 10.1% 37.4% -33.9%

20～39歳
女性人口

総人口

年少人口
生産年齢
人口

老年人口

2010年→
2040年
増減率

パターン①

パターン②

パターン③

〔図表 31 推計ごとの人口及び増減率〕 
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 ４ 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析・考察          

 
（１）地域コミュニティの崩壊 
出産数の減少及び若年世代の転出超過が続けば、地域コミュニティの担い手確保が困難

となり、地域コミュニティの機能低下や存続の危機が発生することが予測されます。地域

コミュニティは子育てや防災・防犯などの共助の核となるものであり、地域コミュニティ

の消失は山県市の安心安全なまちづくりにも重大な影響を与えます。 

 

（２）市内経済及び雇用の規模縮小 
人口減少及び高齢化が進行することで、山県市における消費者活動が縮小し、市内経済

の規模も小さくなります。これにより、山県市に店舗を構える民間事業者の採算性が悪化

し、廃業や撤退等があれば市内の雇用市場も悪化し、更に市内経済の規模が縮小するとい

う悪循環が生まれます。 

また、山県市の雇用創造力の高い「社会保険・社会福祉・介護事業」は、多分に高齢者

数の増加に伴い発展する産業でもありますが、2030 年（平成 42 年）以降は高齢者も減少す

ることにより、サービスの供給過多が生じ、採用抑制やリストラ等で雇用創造力の高さを

失うことに繋がります。 

【出典：岐阜県「岐阜県の市町村民経済計算」】 
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〔図表 32 市内総生産の推移〕 
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（３）にぎわいや魅力の喪失 
人口減少により市内からにぎわいや活気がなくなり、また空家や耕作放棄地が増加する

ことが懸念されます。空家や耕作放棄地は景観上や防犯上からも問題となり、山県市がめ

ざす「豊かな自然と活力ある都市」を達成することが困難になります。 

 

（４）山県市の財政の悪化 
生産年齢人口の減少を受けて、納税負担者でもある労働力人口も減少し、個人市民税も

減少する見込みです。山県市の財政の悪化は、公共施設の維持管理や高齢者医療・福祉及

び子育て支援対策等にも大きな影響を与え、公共サービスの質の低下を招き、更に人口減

少が拡大する懸念があります。 

【出典：山県市「第２期山県市特定健康診査等実施計画」】 

【出典：山県市「第２期山県市特定健康診査等実施計画」】 

  

〔図表 33 国民健康保険の年間医療費（療養諸費費用額）の推移〕 

〔図表 34 １人あたり医療費の推移〕 
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 第３節 山県市の人口の将来展望                    

 

 １ 将来展望に必要な調査・分析                    

（１）人口の将来展望に関連する意識調査の概要 
① 山県市まちづくり市民意識調査（2012 年度（平成 24年度）） 

   参考項目：山県市への関心度 
施策の満足度と重要度の評価 

        転出希望者の理由 
        少子化対策へのための優先施策 
        高齢化対策のための優先施策 

 
② 第２次山県市地域福祉推進計画 中学２年生アンケート等（2012年度（平成24年度）） 

   参考項目：居住に関する意識 
        誇りや愛着を持っているもの 
        望ましいまちづくり 

         
③ 山県市男女共同参画に関する市民意識調査（2010 年度（平成 22 年度）） 

   参考項目：少子化の原因 
 
④ 山県市次世代育成支援に関する意向調査（2008 年度（平成 20年度）） 

   参考項目：子育てに関する悩み 
        子育て世帯から望まれている施策 
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（２）意識調査結果 
① 山県市まちづくり市民意識調査（2012 年度（平成 24年度）） 

目 的 
「第２次山県市総合計画」の策定において、市民の日常生活や行政

に対する意見等を収集し、計画策定の基礎資料とするもの 

対 象 者 市内居住の 18歳以上の一般市民 2,100 名 

調 査 期 間 2012 年（平成 24 年）10月 26 日～2012 年（平成 24 年）12 月７日 

調 査 方 法 郵送による配布・回収 

回収数（回収率） 528 通（25.1％） 

≪山県市への関心≫ 

山県市への愛着心を持っている人は６割程度で、どちらとも言えない人が３割と多く、

より市民に愛着を持ってもらえるまちづくりを進めることが必要です。 

また、15.7％が「山県市は暮らしにくい」と回答しており、市民の暮らしを考えた政

策展開が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

半数以上の市民が住み続けたいと回答していますが、9.3％の人が市外への移転を希望

し、「どちらとも言えない」を合わせると約４割弱の人が移転の可能性があります。 

市内外を問わず移転を選択した人の理由は、「交通が不便」が半数以上を占めており、

「日常生活が不便」「働きがいのある職場が少ない」と続いています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔図表 35 山県市への愛着度（18 歳以上）〕 〔図表 36 山県市の暮らしやすさ〕 

〔図表 37 継続居住希望（18歳以上）〕 〔図表 38 移転希望者の理由〕 
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≪施策の「満足度」及び「重要度」のポートフォリオ分析≫ 

各施策の「満足度」及び「重要度」を得点化することにより、「満足度」や「重要度」

の高低の４象限に区別して分析する手法をポートフォリオ分析といいます。 

重要度が高いものの満足度が低い項目を重点課題として捉えると、「健全な財政運営」

「除雪対策」「勤労者・雇用施策」「公共交通の整備」などが挙げられます。これらの施

策を優先順位や実現性なども考慮しながら、適切な対応が必要になります。 

≪少子化対策のための優先施策≫ 

「子育て支援の充実」が最多回答で、「医療・福祉助成の充実」も高く、子どもを安心

して産み育てられるまちが求められています。 

≪高齢化対策のための優先施策≫ 

高齢化対策においても、「医療・福祉助成の充実」が高く、日常生活を支えるための「バ

スなどの公共交通の充実」も高くなっています。 

また、高齢化自体の抑制として、約４割の人が「若者の移住・定住促進」と回答して

います。 

 
 

〔図表 39 各施策の「満足度」及び「重要度」の分析〕 
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② 第２次山県市地域福祉推進計画 中学２年生アンケート等（2012年度（平成24年度）） 

目 的 
「第２次山県市地域福祉推進計画」の策定にあたって、山県市の将

来を担う中学生の声を収集し、計画策定の基礎資料とするもの 

対 象 者 高富・伊自良・美山中学校に在籍する中学２年生全員（297 名） 

調 査 期 間 2012 年（平成 24 年）６月 

調 査 方 法 直接配布・回収 

回収数（回収率） 289 通（97.3％） 

≪山県市への愛着≫ 

４割超の中学２年生が山県市を「好き」と回答していますが、伊自良地区や美山地区

では「好き」の回答割合が下がっています。 

「好き」と回答した理由は、「自然・居住環境がよい」が 77.7％と他を圧倒しています。

なお、伊自良地区や美山地区では９割を越えています。 

一方で、「嫌い」と回答した理由は、「娯楽や店が少ない」と「自然・居住環境がよく

ない」の２つが多い回答となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〔図表 40 山県市への愛着度（中学２年生）（全市及び地区別）〕 
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≪山県市への継続居住希望≫ 

山県市に「ずっと住み続けたい」中学生は１割に過ぎず、約６割の中学生が一度は転

出したいと回答しています。これは、「山県市まちづくり市民意識調査（平成 24 年度）」

の同様の質問では約６割の人が住み続けたいと回答したことと比べると、まだ中学生で

進路も明確でないことを踏まえても、転出傾向が強いことが言えます。 

なお、「ずっと住み続けたい」と回答した理由は、「山県市だから（好きだから）」が約

３割の最多回答となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪住み続けたいと思うまちにするために必要なもの≫ 

「やりたい仕事につけるように、いろいろな企業を誘致し、働く場を増やす」「市外の

人も使ってみたくなるような施設をつくる」「ゴミ問題など環境問題に積極的に取り組む」

の３回答について、半数以上の中学生が必要と回答しています。 

≪山県市をどのようなまちにしたいと思うか≫ 

63.0％の中学生が「自然豊かなまち」にしたいと回答しています。 

 

 

 

 

 

〔図表 41 継続居住希望（中学２年生）（全市及び地区別）〕 
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③ 山県市男女共同参画に関する市民意識調査（2010 年度（平成 22 年度）） 

目 的 
「第２次山県市男女共同参画プラン」の策定にあたって、市民の実

態や推進する上での課題を把握し、計画策定の基礎資料とするもの 

対 象 者 市内居住の 18歳以上の一般市民 1,000 名（男性 500 名女性 500 名） 

調 査 期 間 2010 年（平成 22 年）10月 29 日～2010 年（平成 22 年）11月 19 日 

調 査 方 法 郵送による配布・回収 

回収数（回収率） 375 通（37.7％） 〔有効回答数 358（有効回答率 36.0％）〕 

≪少子化の原因≫ 

全体でみると、「①結婚の必要性を感じず、結婚しない人が増えたから」と答えた割合

が最も多く、43.4％となっています。次いで、「④職業を持つ女性が増え、全体的に出産

年齢が高くなったから」が 37.7％となっています。 

男女別にみると、「②結婚したいが、経済的理由などで結婚できない人が増えたから」

と答えた割合は、男性が 27.5％、女性が 18.3％と、男性が 9.2 ポイント高くなっていま

す。 

 

〔図表 42 質問「少子化の原因」に対する回答（男女別複数回答）〕 
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また年代別にみると、30 歳代以外の年代で「①結婚の必要性を感じず、結婚しない人

が増えたから」と答えた割合が高くなっていますが、30歳代については、「④職業を持つ

女性が増え、全体的に出産年齢が高くなったから」と答えた割合が最も高くなっていま

す。 

 

  

〔図表 43 質問「少子化の原因」に対する回答（年代別複数回答）〕 
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④ 山県市次世代育成支援に関する意向調査（2008 年度（平成 20年度）） 

目 的 
就学前児童（０～５歳）と、小学校児童（小学校１～６年生）をも

つ親の、保育等に対するニーズを把握することにより、子育てに対

するサービスの充実を図るもの 

対 象 者 

〔就学前児童〕 

市内居住の就学前児童を持つ親 1,421 名（1,017 名に配布） 

〔小学校児童〕 

市内居住の小学校児童を持つ親 1,740 名（1,286 名に配布） 

調 査 期 間 2009 年（平成 21 年）１月 19日～2009 年（平成 21 年）１月 30日 

調 査 方 法 
〔就学前児童〕郵送による配布・回収 

保育園・幼稚園による配布・回収 

〔小学校児童〕小学校による配布・回収 

回収数（回収率） 
〔就学前児童〕814 通（配布数に対し 80.0％） 

〔小学校児童〕1,187 通（配布数に対し 92.3％） 

 

≪子育ての負担≫ 

就学前児童では、「自分の自由な時間が持てない」が 425 人と最も多くなっています。

次に「子育てで出費がかさむ」が 348 人、「身体の疲れが大きい」が 234 人、「仕事が十

分にできない」が 160 人となっています。一方、「特に負担に思うことはない」が 137 人

います。 

小学生児童では、「子育てで出費がかさむ」が 549 人と最も多くなっています。次に「自

分の自由な時間が持てない」が 421 人、「身体の疲れが大きい」が 201 人、「仕事が十分

できない」が 191 人となっています。一方、「特に負担に思うことはない」が 262 人いま

す。 

≪子育てに関する悩み・気になること≫ 

就学前児童では、「子どもの教育に関すること」が 235 人で一番多く、次に「食事や栄

養に関すること」221 人、「病気や発育・発達に関すること」197 人、「子どもとの時間を

十分にとれない」が 190 人、「友だちづきあい」が 161 人となっています。 

小学生児童では、「子どもの教育、塾、進路に関すること」が 418 人と最も多く、次に

「友だちづきあいなど、対人関係に関すること」が 323 人、「子どもとの時間が十分にと

れない」が 257 人となっています。 
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 ２ めざすべき将来の方向                       

これまでの各種統計の分析結果や意識調査の結果を踏まえ、山県市の人口減少に歯止め

をかけるために、以下の３つの対策をとることが有効であると考えられます。 
 

（１）結婚や出産しやすい環境を整備する（＝自然減少対策） 
合計特殊出生率が県内最下位の状況にあることが、山県市の大きな特徴の一つです。こ

れには「結婚希望のある若年世代が結婚できない」「結婚すると他市町村に転出してしまう」

「出産希望のある夫婦が出産できない」という３点の事情があると考えられます。 

「若年世代の出会いの場の創出」「結婚や出産、子育てに対する支援の充実化」「空家な

どを利用した若年夫婦が住みやすい住宅の提供支援」などの施策を軸として、結婚や出産

しやすい環境の整備をめざします。 

 
（２）魅力向上と効果的なプロモーションにより転出超過を克服する（＝社会減少対策） 

山県市の転入転出の状況をみると、かつては「住宅事情」を移動理由とした転入者が多

く、市全体では転入超過でしたが、近年は「住宅事情」による転入者が激減しています。

これは、全国的な人口減少により、近隣市町村（特にダム機能都市である岐阜市）の住宅

供給力に余裕が生まれたなどの外部要因も大きく影響していると考えられます。また、個

人の居住地決定に際して、山県市の知名度が低く、誤った認識により居住地として選ばれ

ていないという可能性があります。 

そこで、第２次山県市総合計画で掲げた「豊かな自然と活力ある都市が調和した安心で

快適な住みよいまちづくり」を一層推進することで山県市の魅力を向上させ、更に市民や

居住地を探している個人などに対して、山県市の魅力を効果的にプロモーションすること

で、転出抑制と転入促進を図ります。これにより、山県市の課題である転出超過を克服す

ることで、人口減少社会においても持続可能なまちづくりをめざします。 

 
（３）共働きの子育て夫婦世帯をターゲットとして移住・定住を促進する 

（＝自然減少対策・社会減少対策） 
上記２点の将来の方向に加えて、共働きの子育て夫婦世帯をターゲットとした移住・定

住促進をめざします。 

山県市は水と緑あふれる自然豊かなまちであり、子どもたちも望ましい将来像として挙

げています。「保育園の無料化」や「空家などを利用した若年夫婦が住みやすい住宅の提供

支援（再掲）」などの施策や、地元企業と連携して「共働きの女性が働きやすい環境」を整

備することで、男性も女性も安心して働き、子育てができるまちづくりをめざします。 
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 ３ 人口の将来展望                          

「めざすべき将来の方向」を実現した場合、山県市の人口の将来展望は下図のとおりと

なります。2060 年（平成 72 年）において、総人口 21,000 人を維持することができ、「第２

次山県市総合計画」で掲げた 2023 年（平成 35 年）の目標人口を上回ります。 

〔推計の前提〕 

前提① 合計特殊出生率を 2030 年（平成 42年）に 1.80（国民希望出生率）へ、2040

年（平成 52 年）に 2.07（社人研算出の 2013 年（平成 25年）の人口置換水準）

へ上昇させます。 

前提② 2040 年（平成 52 年）までに転入数と転出数を均衡させます。 

前提③ 2015 年（平成 27 年）からの５年間で、20 歳代後半から 40歳代前半までの子

育て夫婦世帯（子ども１人を想定）200 世帯を移住定住させます。 

  

 

また、将来展望における年齢４区分別人口は下図のとおりとなります。年少人口が維持

されるため、山県市の人口構造の改善が図れ、持続可能なまちづくりが可能となります。 

〔図表 44 将来展望と社人研推計の比較〕 
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第２章 山県市総合戦略                    
 第１節 山県市総合戦略の概要                     

 

 １ 位置づけ                             

 

山県市は、2003 年（平成 15 年）に高富町、伊自良村、美山町が合併して誕生しました。

以来、豊かな自然と活力ある都市が調和したまちづくりを基本理念に、2005 年度（平成 17

年度）から 2014 年度（平成 26年度）までの 10年間を計画期間とした第１次山県市総合計

画を実行し、この度、2015 年度（平成 27年度）を初年度とする第２次山県市総合計画を策

定したところです。 

第２次山県市総合計画においては、人口の減少、少子高齢化の進展等にも対処すべく、

誰もが安心して夢や希望のある暮らしを送ることができ、生活環境や福祉の充実、文化の

振興などに努め、どの世代においても住みよいまちの実現をめざし、将来都市像として、「水

と緑を大切に 活力ある山県市」（めざす将来の姿）を掲げました。 

第２次山県市総合計画の基本的考え方及び各種施策は、「まち・ひと・しごと創生法」の

主旨に沿うものであり、「山県市総合戦略」では第２次山県市総合計画を踏まえ、「山県市

人口ビジョン」で示した将来展望の実現を図るべく、2015 年度(平成 27年度)から今後の５

年間の基本目標、具体的な施策及び事業を示しています。 

なお、本総合戦略は、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び岐阜県の「『清流の

国ぎふ』創生総合戦略」を考慮するとともに、実効ある重要施策をとりまとめています。 

 

 ２ 対象期間                             

 

山県市総合戦略の対象期間は、2015 年度（平成 27 年度）から 2019 年度（平成 31 年度）

までの５年間とします。 

 また、施策や事業の実施状況や効果検証のほか、社会情勢や経済環境の変化、国や県の

政策動向等も踏まえ、適宜見直しを行います。  

 

 ３ 国や岐阜県の総合戦略や、山県市総合計画との関係性         

 

山県市総合戦略は、国や岐阜県の総合戦略を勘案し、第２次山県市総合計画と整合性を

保ちつつ、共通理念のもと一体的に推進すべき戦略として策定します。 

なお、国や岐阜県の総合戦略、第２次山県市総合計画の基本目標と山県市総合戦略の基

本目標及び人口ビジョンの関係は次のとおりです。 
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基本目標

①
地方における安定し
た雇用を創出する

④
時代に合った地域を
つくり、安心な暮らし
を守るとともに、地域
と地域を連携する

③
若い世代の結婚・出
産・子育ての希望を
かなえる

②
地方への新しいひと
の流れをつくる

②
しごとをつくる

③
岐阜に呼び込む

⑤
まちをつなぐ

④
安心をつくる

③
みなが
活躍！

④
みなが
集い、
みなを
呼び込む！

②
みなが
いつまでも！

⑤
みなが
癒され、
みなが
安心！

目標人口＝２１，１４４人
（2060年）

水と緑の活力都市山県創生

平成３５年目標人口
２７，８００人

④
活力あふれる
産業のまちづ
くり

②
便利で快適な
まちづくり

⑤
豊かな心と文
化を育むまち
づくり

③
豊かで美しい
自然を守るま
ちづくり

①
健やかで安心
なまちづくり

⑥
新しい未来を
創るまちづくり

第２次山県市
総合計画
基本目標

【めざすべき方向性】
☆結婚や出産しやすい
環境の整備
☆魅力向上と効果的な
プロモーション
☆共働きの子育て夫婦
世帯をターゲットとし
た移住・定住促進

豊かな自然と活力ある都市が調和した安心で快適な住みよいまちづくり

水と緑を大切に 活力ある山県市

基本理念

めざす将来の姿

「清流の国ぎふ」
創生総合戦略

基本目標（岐阜県）

まち・ひと・しごと
創生総合戦略
基本目標（国）

①
ひとを育む

人口ビジョン 総合戦略

①
みなが
いきいきと！
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 ４ 推進・検証体制                          

 
（１）PDCA サイクルの確立  

山県市総合戦略実現のため、PDCA サイクルを確立し、基本目標ごとに設定した数値目標

及び、具体的な施策ごとに設定した重要業績評価指標（KPI）を基に、実施する施策、事業

の効果を検証し、必要に応じて本戦略を改訂します。 

 

 
（２）推進・検証体制 

山県市総合戦略の推進に当たって、KPI を捕捉し、施策、事業の効果検証をし、改訂に関

する判断をする役割は「山県市まち・ひと・しごと創生会議」が担います。 
 
 
 

※１ PDCA サイクル 

Plan（計画）、Do（実施）、Check（評価）、Action（改善）の４つの

視点をプロセスの中に取り組むことで、プロセスを不断のサイクル

とし、継続的な改善を推進するマネジメント手法のこと。 

 

 

※２ 重要業績評価指標（KPI） 

Key Performance Indicator の略 

施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標 

Plan

DoCheck

Action
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 第２節 山県市総合戦略の基本目標                   

 

 １ 基本目標の考え方                         

 

人口ビジョンにおいて考察したとおり、山県市における最大の課題は県下最下位となる

合計特殊出生率の低さであり、その背景として、若年女性の結婚意向が低く、結婚しても

地市町村に転出してしまうことがうかがえ、かつてみられた住宅事情による転入超過もみ

られなくなったといったことがあります。この要因として、「山県市まち・ひと・しごと創

生会議」での議論においても、山県市の良さが十分に伝わっていない、そもそも、山県市

のブランドイメージが稀薄であるといった指摘がありました。そこで、2060 年に人口 21,036

人の目標を達成するには、①結婚や出産をしやすい環境の整備、②山県市の魅力向上と効

果的なプロモーション、③共働きの子育て夫婦世代をターゲットとした移住・定住の促進

をめざすべき将来の方向性としました。  

人口ビジョンにおいて示したこの３つの方向性に従い、それを補完する要素も加え、更

に、国や県の総合戦略を勘案し、山県市総合戦略では次の５つの基本目標を定めました。 

 

総合戦略 基本目標

①みながいきいきと！
②みながいつまでも！
③みなが活躍！
④みなが集い、みなを呼び込む！
⑤みなが癒され、みなが安心！

人口ビジョン

【最大課題】
★合計特殊出生率＝１．２８（県下最下位）
【要因】
★若年女性の結婚意向の低さ
★結婚による転出
★山県市のブランドイメージ

【めざすべき将来の方向性】
☆結婚や出産しやすい環境の整備
☆山県市の魅力向上と効果的なプロモーション

☆共働き子育て世代をターゲットとした移住・定
住促進
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 ２ 基本目標                             
 
基本目標１ みながいきいきと！ 
基本的方向 女性の活躍と子育て支援                     
（１）女性の活躍     ① 出産・子育て支援強化 
             ② 女性の就業支援 
             ③ 男女共同参画社会の推進            
（２）学校教育      ① 家庭・地域教育の充実 
             ② 学校教育の推進 
             ③ 健全育成 

 
基本目標２ みながいつまでも！ 
基本的方向 移住・定住支援と多世代共生                   
（１）若者支援      ① 若者の移住・定住                 

（２）高齢者の活躍    ① 高齢者福祉の充実               
（３）相互支援の環境整備 ① 健康増進 
             ② いきがい発見・地域ボランティア活動 
             ③ 地域コミュニティ 
             ④ 生涯学習・生涯スポーツ 

 
基本目標３ みなが活躍！ 
基本的方向 地域の活性化と雇用創出                     
（１）地域産業の活性化  ① 商工業の活性化 
             ② 農業・林業の活性化              
（２）外部産業の呼び込み ① 企業を呼び込む 

 
基本目標４ みなが集い、みなを呼び込む！ 
基本的方向 地域の魅力発信と地域間連携                  
（１）交流人口の呼び込み ① 交流イベント 
             ② 観光交流の振興 
             ③ 地域資源の有効活用 
             ④ 情報発信                   
（２）周辺都市等との交流・相互補完 
             ① 都市間ネットワーク 
             ② 広域行政の推進 
             ③ 国際交流の推進 

 
基本目標５ みなが癒され、みなが安心！ 
基本的方向 自然・癒し、そして安心できる生活                
（１）豊かな自然     ① 都市を支える大地としての機能の強化      
（２）心の癒し      ① 若者・現代人の心の癒し            
（３）安全な生活     ① 防災・防犯・消防・交通安全対策の充実 
             ② 基盤整備 
 

 



- 41 - 

 

 第３節 基本目標別の具体的施策                    

 

 １ 基本目標１                            

 

 

（１）女性の活躍 
山県市へ若い女性を呼び込み、また、定住してもらうためには、若い女性が活き活きと

活躍できる環境が整っていることが重要となります。そのため、安心して子どもを産み育

てることができる環境を整備するとともに、やりがいをもって仕事ができる就労の場を提

供していきます。 
 
① 出産・子育て支援強化 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

子育てホームページアクセス件数 － 
● 5,000 件／月 

（H28.3 実施計画） 

子育て支援活動を行っている人の人数（託児ボランティ

ア） 
53 80 人 

ファミリー・サポート・センター事業利用件数 97 件 150 件 

保育所統廃合 ８園(H26) ６園 

みながいきいきと！

数値目標

（案１）出生数 210人 〔基準値(H26) 165人〕

（案２）女性従業者数 5,500人 〔基準値(H24)4,970人〕

（案３）子育てウォーミング（子育てに温かい）企業数

累計10社 〔基準値 － 〕

•【基本的方向】 女性の活躍と子育て支援
社会経済の基盤ともいうべき女性が活躍できる環境を整備す
ることにより、女性がいきいきと働きながら、結婚し子ども
を生み育てることができるようにします。また、「このまち
に住みたい・戻りたい」と思ってもらえるよう積極的に取り
組んでいきます。
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放課後児童クラブ利用者数 165 人 133 人 

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室数 ０箇所 ５箇所 

■子育てホームページの構築 

 （子育て支援センター） 

妊娠・出産・子育てに関するサービス等の情報を、専

用の Web サイトを立ち上げて発信し、安心して子育て

をすることできる環境を整備します。 

■放課後児童クラブ施設改修 児童の安全・安心に配慮し、放課後児童クラブの専用

室の改修を行います。 

■出産に係る病院機能の拡充 山県市内に産婦人科が無いことから、岐阜市内の産婦

人科と広域的に連携を図ることで、将来に向かって妊

産婦の不安を解消していきます。 

■子ども遊び場の拡充 子ども同士、地域住民との交流を通じて、子どもの健

全な育成を図るため、地域住民との協働を図りなが

ら、既存の近隣公園等を交流の場として機能させる施

策を検討していきます。 

■保育園の無料化 若い夫婦世代の経済的な負担を軽減し、山県市への移

住・定住を促進するため、市内在住の３～５歳児の保

育園の保育料を、世帯の所得や子どもの人数にかかわ

らず、無料にします。 

■子育て世代の自助強化  総計

4 

子育て中の親を対象に自助グループを組織し、自助グ

ループの活動を促すため、地域での子育てサークルな

どの活動を促進し、学習や情報交換の機会の拡充に努

めます。 

■子育て支援のためのサポート・ネ

ットワークの構築 

子育てに関する多様なニーズに見合う支援活動を展

開するため、支援方法の協議及び関係機関との連絡調

整を図ります。 

■子育て支援環境整備 子育てに役立つ講座や教室の開催、育児相談、ファミ

リー・サポート・センターでの子どもの一時預かりを

実施し、安心して子育てができる環境を整備します。 

■保育サービスの充実  総計 6 保育に係る多様なニーズに応えるため、延長保育や低

年齢児保育、アレルギー体質児に配慮した食事の提供

など多様な保育サービスを提供していくとともに、保

育事業の安全かつ安定的な運営を図っていくため、施

設設備の適切な維持管理・設備整備、保育士の育成・

確保、更に、地域の実情に応じた民営化や計画的な統

合を図っていきます。 

■放課後児童対策の強化 放課後や夏休み等の長期休業期間において子どもが
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活動できる場を提供している「放課後児童クラブ」や

「放課後子ども教室」を、支援員の確保と資質向上を

図りながら適切に運営していくとともに、「放課後子

ども総合プラン」に基づき、一体型を中心とした両施

設の計画的な整備等に努めます。 

② 女性の就業支援 

重要業績評価指標（KPI） 基準値 
目標値 

（H31） 

女性就職支援事業を通じて就職した人数 
－ 

●   ５人 

（H28.３実施計画） 

■女性の就職支援 従業員を求める市内企業と就職を望む女性のマッチ

ングを、有給インターンシップ等を行うなど、出産等

によりいったん離職した女性等を再就職できるよう

な体制を構築します。 

■ワーク・ライフ・バランスの推進 仕事と生活の両立を図り、女性がゆとりを持って有意

義に過ごせる社会を実現するため、市役所内の執務環

境を率先してワーク･ライフ・バランスに配慮した体

制にしていくことを通じて、市場の労務環境をも誘導

し、若い世代に魅力あるものにしていきます。 

■共働き支援 若い世代の雇用が厳しい時代であることから、地域社

会全体で子どもの面倒を見るなど、若い夫婦、特に子

育て期間中の若い女性が安心して働くことができる

地域体制を、地域住民と検討し連携を取りながら構築

していきます。 

③ 男女共同参画社会の推進 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

女性委員等の登用率 32.5％(H26) 35.0％ 

延長保育の利用者数 156 人 200 人 

放課後児童クラブ利用者数 165 人 133 人 

女性消防団員数 ４人 10 人 

■男女共同参画意識の啓発 総計

104 

男女共同参画の意識啓発について、学校教育や社会教

育など様々な機会を通じて情報を発信し、男女共同教

育を推進します。 

■男女共同参画の条件整備 第２次山県市男女共同参画プランの着実な実施を進

めていく中で、女性が社会参加しやすい環境を整備し
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ていくとともに、女性の社会参加や自立を支援するワ

ーク･ライフ・バランスなどに関する情報も積極的に

提供していきます。 

 

（２）学校教育 

女性が安心して社会へ出て行くことができるようにするためには、子どもの健全な成長

を通じた家庭の平和が、その礎になければなりません。そのためには、教育機関に頼るだ

けではなく、家族、シニア世代、ボランティア、更に市内の民間企業も含めて、社会全体

として子育てや教育を担っていく必要があります。 

 

① 家庭・地域教育の充実 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

家庭教育学級参加人数 4,710 人 4,800 人 

一体型を中心とした放課後児童クラブ及び放課後子

ども教室数 
０箇所 ５箇所 

■家庭教育の推進 総計 84 保護者の交流や親子のふれあいの機会を提供する乳

幼児学級や、しつけや遊びなどについて保護者に学習

機会を提供する保育所家庭教育学級の教育内容や指

導内容の充実を図ります。 

■地域教育の推進 親子で参加できる遊びの機会を通じて、地域での交流

促進を図るとともに、子育てサポーターの育成、子育

て経験者の知恵や経験を活用した家庭教育の支援、子

育てサークルの育成、子育て支援に関わる自主的な活

動を進めていきます。また、放課後子ども教室等の充

実に努めるとともに、「放課後子ども総合プラン」に

基づき、放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の計

画的な整備等に努めます。 

② 学校教育の推進 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

多目的トイレ設置箇所数 30 箇所(H26) 32 箇所 

12 歳児一人平均むし歯指数（DMFT 指数） 0.08 本 ０本 

あんしんネット登録率 96％(H26) 100％ 

市費学習支援員等の人数（児童生徒数当たり） 132 人に１名(H26) 100 人に１名 

防災備蓄倉庫設置箇所数 ０箇所(H26) ２箇所 
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学校給食の地場産物使用割合 25.7％ 30.0％ 

不登校児童生徒の出現率 0.6％ 0.5％ 

小学生陸上記録会参加率 33％(過去平均) 50％ 

■学習指導方法の工夫改善の推進 
総計 86 

基礎学力や問題解決力等を育成するなど目的を明確

にして授業の改善を図るとともに、全教職員の授業等

を参観し、助言を通して個々の教職員の資質の向上に

努めます。また、人事交流を通して、学校の活性化と

教職員のキャリアアップを図ります。 
■ふるさとの伝統や地域性を活か

した特色ある教育活動の充実 

地域資源と地域の人材を活用して「ふるさとに学ぶ提

案型体験活動」を推進していくとともに、ふるさと宿

泊体験プログラムの共同開発、地域の方々との連携を

通じた学校づくり、学校コラボレーター会員による学

習支援活動を充実します。 
■学校間連携事業の充実 市中学校総合体育大会を実施し、技能向上と他校との

交流を図るとともに、文集「やまびこ」を活用して、

学習活動の充実を図ります。また、絵画等の展示会や

音楽会を開催し、市民に広く紹介します。 
■教育センター機能の充実と改革 教育課題への対応力や教職員の資質向上のための研

修や教職員のニーズを満たす講座の充実を図るとと

もに、教職員が積極的に活用できる備品や情報等を整

備します。また、専門の教育相談体制を充実させ、通

学できない児童生徒の対応強化に努めます。 

■学校整備の推進 天井材等の非構造部材の耐震化、児童生徒のふれあう

場所を中心とした木質化を進めるとともに、非常災害

時の応急避難場所として、必要な機能が発揮できるよ

う多目的トイレの設置や防災備蓄倉庫などの整備を

図ります。 

■学校適正規模化の推進 学校適正規模基本方針及び推進計画に基づいて、複式

学級解消のため学校統合の準備を進めます。 

■快適な学習環境整備の推進 小学校のトイレの乾式化・洋式化を進めるとともに、

障がい者に優しい施設環境の整備を進めます。また、

学校環境の改善に向けて普通教室へのエアコンの設

置を検討します。 

■読書活動の充実と情報教育の推

進 

全小中学校に読書指導員を配置し、学習・情報センタ

ー機能を充実し、地域住民や PTA も活用できるよう環

境整備を推進するとともに、最新の視聴覚教材や教育
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機器を計画的に整備し、授業での ICT 活用を推進しま

す。 

■学校保健の充実と食育の推進 単独調理場と専用ランチルームを併設している学校

給食の提供方式を継続していくとともに、山県ふるさ

と食材を活かす献立を工夫し、地産地消を一層推進し

ます。また、歯と口腔の健康づくりを更に推進し、12 

歳児の DMFT 指数全国トップをめざします。 

■学校サポート体制の充実 各学校の実情に応じて学習支援員や教育サポーター

を適切に配置し、児童生徒の学業等を支援するととも

に、不登校児童生徒の出現率減少をめざし、より効果

的に教育相談員及び生活相談員を配置します。 

■緊急事態への態勢強化の推進 児童生徒の安全な登下校のため、「あんしんネット」

への登録率の向上に努めるとともに、情報交換や課題

等の研修の充実を通じて、幼保・小中学校・高校との

連携を一層深めます。また、いじめの実情に応じて具

体的な取組や対応、評価について検討する委員会の体

制整備や保護者と関係機関との連携強化を図ります。 

③ 健全育成 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

少年の主張大会来場者数 170 人 200 人 

青少年育成推進大会来場者数 180 人 200 人 

■青少年健全育成推進体制の充実 

総計 89 

家庭・学校･地域が連携を図り、青少年健全育成のた

めの推進体制や活動方針の確立に努めます。また、青

少年育成市民会議の活動を充実するとともに、子ども

会やスポーツ少年団などとの連携を強化します。 
■青少年組織の育成と活動の促進 子ども会やスポーツ少年団などの活動を促進すると

ともに、活動内容の充実などの主体的な取組を支援し

ます。また、青少年健全育成を支援する組織や団体に

対する支援を行います。 
■青少年の健全育成環境の充実 公民館や学校施設などを活用しながら、青少年が安全

で主体的に活動できる居場所の確保に努めるととも

に、青少年に対して自然体験などの活動や様々な交流

の機会を提供し、適切な判断力を身に付ける契機づく

りに努めます。 
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 ２ 基本目標２                            

 

 

（１）若者支援 
まちの活性化、発展のためには、未来の社会を担っていく若者が不可欠です。若者を

ひきつけ、移住・定住に結び付けるためには、その受け皿となる住まいが必要となりま

す。そのため、山県市内の空家の有効活用等を柱とした、若者の移住・定住施策を推進

していきます。 
 
① 若者の移住・定住 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

移住・定住希望者の田舎暮らし体験者数 － 
●   50 人 

（H28.３実施計画） 

空家の賃貸・売買契約数 － 
●   ５件 

（H28.３実施計画） 

空家バンクへの登録件数 
６件 

（H27.８） 

●   20 件 

（H28.３実施計画） 

木造住宅耐震診断実施件数（累計） 184 件 274 件 

木造住宅耐震補強工事実施件数（累計） 17 件 41 件 

みながいつまでも！

数値目標

（案１）転出超過人数 200人(H27) 〔基準値(H26)  251人〕

150人(H31)

（案２）25～39歳の女性人口 2,150人 〔基準値(H26)1,952人〕

（案３）元気な高齢者比率 **.*% 〔基準値(H**)  **.*%〕

•【基本的方向】 移住・定住支援と多世代共生
若者の移住・定住を促進しつつ、若者と高齢者が、生活を相
互にサポートし合う、そして、企業が時代の人口年齢構成に
よって経営状況が左右されないようにする、そんなバランス
の取れた「多世代共生」を実現し、将来にわたって持続可能
な社会をめざします。
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■移住・定住促進空家バンクホーム

ページ開設 

過疎地域に多く存在する利活用できる空家と生活に

必要な情報及び市の移住者支援・子育て支援・就職支

援等の情報を掲載し、移住希望者へ魅力を発信するこ

とにより、空家対策と移住・定住促進を図ります。 

■お試しゲストハウスの整備 市内の過疎化が著しい北部地域の空家を活用し、手軽

に田舎暮らしが体験できる滞在型「ゲストハウス」を

整備することにより、自然豊かな田舎暮らしの魅力を

PR します。 

■山県市空家（空き店舗）トリアー

ジ事業 

市内約 1,500 軒の空家に対し、建設コンサルタント等

の知見を活用してトリアージを実施し、データベース

化・統合 GIS へのプロット化等を行います。また、産

学官連携による市内空家需要の動向分析を実施し、ニ

ーズに対応した空家の改装、供給を推進します。 

■産学官連携空家デザイン 地元女子大建築科とのコラボレーションにより、借り

手、買い手需要にマッチしたデザインへの空家リノベ

ーションを推進します。 

■良質な宅地・住宅整備の促進 

総計 39 

民間による土地区画整理事業の支援の検討、土地開発

指導等による良質な宅地造成、建築物等の耐震化、ア

スベスト対策等を通じて、良質な宅地や住宅の供給を

図るとともに、危険空家の解消に向けた取組み、子育

て世代の住宅困窮者に対する住宅支援策の検討を進

めていきます。また、市営住宅の需要動向を把握し、

必要な供給量を確保するため、既存施設の改築や用途

変更、民間住宅等の借上げ等について検討します。 

■うるおいのある住環境の形成 地域の自然環境や景観に配慮した住環境の整備を図

るとともに、市民による住宅地周辺での緑化や花壇の

整備などの支援に努めます。 

■山村地域における良質な住環境

の形成 

人口減少や高齢化などの進行が著しい市北西部等に

おける住環境の整備を計画的に実施するために必要

な施策の検討に努めます。 

■移住・定住の促進 東海環状自動車道西回りルートの全線開通（平成 32

年度目標）や人口減少社会を見据え、県及び他市町村

との連携を強化していくとともに、若者世代の移住・

定住の促進を図るための空家の有効活用を検討して

いくことを通じて、山県市への移住・定住の促進を図

ります。 
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（２）高齢者の活躍 
まちが持続的に発展していくためには、高齢者も病気にかかることなく、また、介護で

世話になることもなく、元気で暮らしていくことが期待されます。若い夫婦の子どもの世

話や家庭教育に加え、地域活動の先導役になるなど、社会的に大きな役割を担っています。

そのため、各般にわたる高齢福祉施策を講じていきます。 
 
① 高齢者福祉の充実 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

見守りボランティア登録人数 25 人 35 人 

老人福祉センター（入浴サービスを含む）利用者年間延人数 9,926 人 10,000 人 

げんき高齢者祝金対象者数 1,590 人 1,800 人 

認知症サポーター延人数 1,015 人 1,800 人 

予防事業参加者年間延人数 8,911 人 10,000 人 

■高齢社会に対応した仕組みづく

り 総計 8 

健康づくり、介護予防等の学習機会の確保、広報活動

の充実を通じて高齢福祉に対する意識啓発を強化し

ていくとともに、地域での見守り活動や声かけ運動な

ど支え合いの仕組み作り、老人福祉センターのサービ

ス内容の充実等を図るなど、「市高齢者福祉計画」の

円滑な推進、適切な評価・見直しを行います。 
■介護予防・認知症対策の強化

  

高齢者が在宅生活を継続できるよう、社会福祉協議会

等との連携を強め、生活支援サービスの充実、とじこ

もり予防事業、安否確認、定期的な状況確認のための

訪問、外出支援サービス等の生活支援サービスを実施

します。また、認知症高齢者の早期からの適切な診断

や対応、認知症に対する正しい知識と理解に基づく本

人や家族への支援ができる体制づくりを進めるとと

もに、認知症対応型通所介護等の基盤強化を図りま

す。 
■介護サービスの促進 居宅サービスの適切な利用促進、介護保険施設等への

入所の適正化、地域密着型サービスの推進、身体機能

の維持や重度化防止など、「市高齢者福祉計画」に基

づき、介護保険サービスの適切な利用を促進します。

また、介護サービス事業者への適切な指導を行い、サ
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ービスの質の向上と利用者の尊厳保持に努めます。 
■地域包括支援センターの体制強

化 

包括支援事業として介護予防ケアマネジメント業務、

総合相談支援業務、権利擁護業務及び包括的・継続的

ケアマネジメント支援業務などを実施するとともに、

地域包括支援センターが中心となり、医療・福祉・介

護の連携を図り、地域包括ケアシステムの構築に取り

組みます。また、地域ケア会議の効果的な実施に努め、

多職種協働によるケアマネジメント支援の充実を図

ります。 

 
（３）相互支援の環境整備 
若者と高齢者が、生活を相互にサポートし合う、そして、企業が時代の人口年齢構成に

よって経営状況が左右されないようにする、そんなバランスの取れた多世代共生を実現す

るための環境整備を進めます。 
 

① 健康増進 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

健康づくりに対する意識改善 － 
●   70％ 

（H28.３実施計画） 

健康度（内臓脂肪､中性脂肪等の数値変化） － 
●   80％ 

（H28.３実施計画） 

３歳児朝食摂食率 93.8％ 100％ 

ストレスが大いにあった人の割合 23.9％(H26) 20％ 

普段自分で健康だと思う人の割合 80.7％(H26) 85.0％ 

地域活動に参加する人の割合 48.8％(H26) 55.0％ 

家族や友人と一緒に食事をする機会 

幼児期 

成人期・高齢期 

 

90％ 

78％〔高齢期 56％〕(H26) 

 

100％ 

90％ 

■スマート・ダイエット 大学に研究委託し作成したプログラムを活用した運

動、食事等により、メタボリックシンドロームの改善

を支援します。 

■軽運動「プラス 10」 普段の生活に10分プラスした身体活動の実施に加え、

健診の受診や地域活動への参加をポイント化し、達成

者に記念品を贈呈します。 

■健康づくりの啓発の推進 総計

22 

関係機関及び団体との連携を図りながら、健康につい

ての講座やイベントなどを開催し、健康な生活習慣に
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ついての普及・啓発活動を推進します。また、市民主

体の活動団体を支援し、市民の自主的な健康づくり活

動を促進します。 

■心と体の健康づくりの促進 市民主体の健康づくりを推進するため、市民や専門

家、関係機関、行政との協働により、「健康山県 21 計

画」を推進するとともに、ストレス要因の軽減、スト

レスへの適切な対応など心の健康の保持・増進を図

り、メンタルヘルスケアについての普及・啓発を推進

します。 

■食育の総合的な推進 市民や関係団体の食育への関心と理解を深め、誰もが

健康で豊かな生活を送ることができるよう、正しい食

の知識の普及や共食の推進、農林漁業体験等をはじめ

とする食育の実践について総合的に推進します。 

② いきがい発見・地域ボランティア活動 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

単位老人クラブ会員数 2,776 人 3,396 人 

シルバー人材センター会員数 416 人 500 人 

単位老人クラブ加入率 26％ 28％ 

地域福祉活動事業補助団体 ４団体 ５団体 

ふくしまちづくり推進員 ２校区（H26） ５校区 

■高齢者組織の育成 総計 10 趣味活動やレクリエーションなどの多様な活動の支

援を通じて、老人クラブ活動の活性化を促進するとと

もに、生涯学習関係団体との連携を図りながら、学

習・文化活動や趣味活動などの高齢者の自主的なサー

クル活動を支援します。 
また、介護予防や日常生活におけるサポート業務とし

て、高齢者自らが担い手として、やりがいをもって活

躍することができるよう、ボランティアの支援や育成

に努めます。 
■参加・交流の促進 高齢者の豊富な知識・経験などを活かすとともに、高

齢者の生きがいづくりや社会参加の機会を確保する

ため、老人クラブ会員を中心に、地域での異世代交流

を推進するとともに、様々なニーズに対応した情報提

供に努めます。 
また、高齢者が就労を通じて生きがいを得られるよ
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う、シルバー人材センターの活動を支援します。 
■地域福祉のまちづくりの推進 

総計 12 

福祉のまちづくり懇談会を開催、高齢者や障がいのあ

る人との交流やボランティア活動など、地域福祉のま

ちづくりを通じて、ソーシャルインクルージョン、ノ

ーマライゼーション理念の普及に努めるとともに、地

域での支え合い意識の醸成に努めます。 
また、社会福祉協議会と協働して、「第２次市地域福

祉推進計画」に基づいた地域福祉活動を支援し、福祉

風土の醸成を図ります。 
公共施設などのバリアフリー化やユニバーサルデザ

インについては、「岐阜県福祉のまちづくり条例」に

基づき、その導入に努めます。 
■福祉教育の充実とボランティア

活動の促進 

福祉教育の普及促進、ボランティア活動への参加促進

や、新しい担い手の確保をめざし、ボランティア育成

のための研修会や講座の開催、ボランティアの組織

化、ボランティア活動の助言・相談、調整、指導者の

育成などを支援します。また、市民やボランティア団

体、民生委員・児童委員協議会、社会福祉協議会、そ

の他福祉事業者との連携を強化しつつ、学校や福祉施

設などと連携して子どもたちの福祉の学びを支援し

ます。また、福祉まちづくりフォーラムの開催などに

より、ボランティア活動についての情報提供、情報交

流、活動当事者同士の交流など、地域福祉活動の啓発

に努めます。 
■当事者同士の支え合い、助け合い

促進 

当事者同士の支え合い、助け合い活動を展開する老人

クラブ等の団体を支援するとともに、社会福祉協議会

と連携し、当事者活動の組織化を支援します。また、

身体障がい者相談員、知的障がい者相談員、地域活動

支援センターなどのピアカウンセリング活動を支援

します。 
■適切なサービスの供給、調整 保健、医療、福祉、教育など、各種機関との連携を図

り、情報の共有や適切なサービス提供に努めます。ま

た、サービス利用に結びついていない要援護者の把

握、効果的な利用促進に向けた啓発を強化するととも

に、成年後見制度の利用促進に向けた相談支援等を行

い制度の普及啓発に努めます。 
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③ 地域コミュニティ 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

自治総合センター コミュニティ助成

事業申請件数（累計） 
２件 15 件 

■コミュニティ活動の条件整備 

総計 108 

コミュニティ施設の改修・整備を支援すると同時に、

バリアフリー化などの促進に努めます。また、宝くじ

の社会貢献広報事業として、コミュニティ活動に必要

な備品や集会施設の整備等に助成を行い、地域のコミ

ュニティ活動の充実・強化を図ります。 

■コミュニティ活動の促進 自治会事業への支援を通じて、自治会の自主的な活動

を促進し、地域住民による主体的なまちづくりの機運

の醸成を図ります。また、福祉や学習・スポーツ、環

境美化または市外との交流など、様々な分野やテーマ

におけるコミュニティ活動を支援します。 

④ 生涯学習・生涯スポーツ 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

公民館利用者 90,314 人 100,000 人 

リーダーバンク登録者数 262 人 300 人 

公民館講座数 26 件 35 件 

サークル数 189 件 200 件 

やまがたウォーキングイベント（年２

回） 
37 人（年１回） 150 人 

社会体育施設利用者数 231,075 人 240,000 人 

市ラジオ体操・みんなの体操会 1,300 人 1,400 人 

図書館貸出冊数 143,201 冊 150,000 冊 

古田紹欽記念館 来館者数 6,206 人 6,300 人 

花咲きホール稼働率 71.38％ 75％ 

■生涯学習推進体制の整備 総計

91 

生涯学習リーダーや指導者の育成・確保を進めるとと

もに、生涯学習リーダーバンクの充実に努めます。 

また、教育機関や関係団体との連携を強化し、市民が

生涯学習の成果を活用できる場や機会の拡充に努め

ます。 

■学習施設の機能強化 公民館の位置づけや機能の検討を進めるとともに、市

民の学習ニーズに対応できる施設・設備の充実に努め
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ます。 

■サークル活動等への支援 講座・教室の修了者などを対象に、主体的なサークル

活動や自主的な教室運営などを支援します。また、今

後も３年間の講座終了時には、サークルとして長く活

動ができるよう支援します。 

■学習機会の拡充 市民ニーズを踏まえ、講座・教室の見直しや内容の充

実に努めます。利用者からの要望に応え、毎年新しい

講座を計画し、ニーズを大切にしながら、趣味趣向だ

けでなく生活に密着した講座・教室をコーディネート

し、学習内容の充実を図ります。 
■図書館利用の促進 総計 97 図書館ホームページや図書館情報システムの活用に

より、図書館利用者の自発的な学習活動の促進に努め

るとともに、学校、家庭、地域が連携した、子どもの

読書推進や、幅広い分野の図書資料の収集に努めま

す。また、ボランティア等による絵本等の読み聞かせ

を推進するとともに、親子等を対象とした物作り講座

など楽しいイベントを開催し、図書館利用を促進しま

す。 
■文化施設の充実 市民の文化芸術活動の拠点となる文化施設の機能の

維持・充実に努め、市民に親しまれ、利用しやすい文

化施設の運営を図ります。 
■芸術・文化活動の促進 歴史民俗資料館を核として、民俗資料の収集整理、公

開、活用を図るとともに、美術館の活用促進に向けた

企画展・市民作品展等を実施します。また、文化の里

花咲きホール、古田紹欽記念館において、市民の文化

芸術の鑑賞機会や参加による文化創造の機会を拡充

します。また、利用促進を図るための文化情報の発信

機能を強化します。 
■スポーツ・レクリエーション環境

の充実 総計 95 

市民の健康増進や施設の利用促進及び有効利用をめ

ざし、競技用施設を除き使用料の無料化の実施、市内

の体育施設の効率的な管理・運営、利用者ニーズなど

を踏まえた総合運動場等の体育施設の充実を図りま

す。また、スポーツ・レクリエーションの指導者やリ

ーダーの確保に努めます。 
■スポーツ・レクリエーション機会

の拡充 

「総合型地域スポーツクラブ補助金」によるスポーツ

教室等を開催し、内容の充実を図るとともに、体育協
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会等と連携したスポーツ企画の充実、ウォーキングイ

ベント等の開催による健康な生活習慣についての普

及・啓発活動を推進します。また、自然環境を活かし、

レクリエーションの場や機会の確保を進めるととも

に、サイクリング・ウォーキングロードの活用促進に

努めます。また、社会体育施設に指定管理者制度を導

入し、サービス向上に努めます。 
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 ３ 基本目標３                            

 

 

（１）地域産業の活性化 
潜在的産業力がある山県の地域産業を、地域内で凝集し更に力を高めていくとともに、

農業や福祉等の他産業の育成も果敢に取り組み、地域経済の活性化を推進します。 
 
① 商工業の活性化 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

新商品の開発品数 － 
●   70％ 

（H28.３実施計画） 

朝市開催回数及び売上高 － 
● 9 回、3,000 千円 

（H28.３実施計画） 

商工会加入率 － 
●   65％ 

（H28.３実施計画） 

参加店舗存続率 － 
●   100％ 

（H28.３実施計画） 

巡回・窓口経営指導 1,839 回 1,900 回 

組織率（会員／商工業者） 63.1％ 65.0％ 

専門家派遣事業等 81 回 100 回 

工場等設置奨励金（累計） ４件 30 件 

みなが活躍！

数値目標

（案1）企業誘致成約数（IC開通に向け先行誘致）

累計10事業所〔基準値 － 〕

（案2）事業所数 1,400事業所 〔基準値(H24) 1,391事業所〕

（案3）製造品出荷額等 112,800百万円〔基準値(H25)79,680百万円〕

•【基本的方向】 地域の活性化と雇用創出
潜在的産業力がある山県の地域産業を、地域内で凝集し更に
力を高めていくとともに、農業その他の産業の育成にも果敢
に取り組み、地域経済の活性化を推進します。
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労働保険加入支援 169 事業所 180 事業所 

健康診断実施 241 人 300 人 

税務関係支援 365 企業 400 企業 

福祉施設から一般就労への移行 １人 ３人 

■特産品開発マーケティング 市産食材を利用した特産品開発のためのマーケティ

ングを行うとともに、販路拡大を図ります。 

■緑の朝市コンシェルジュ事業 月１回程度の朝市を開催するため、売れる農産物の調

査、生産者を対象とした農業研修を行います。 

■商工会補助（シール貼付） 

〔零細小売店等活性化事業〕 

商工会加盟店で、一定額以上の消費につき商品券を贈

呈し、零細小売店等の存続と活性化を図ります。 

■山県まちづくり振興券 市内の消費需要を高め、地域活性化を図ります。 

・＠1,000 円×10枚（額面１万円）を 8,000 円で販売 

・計３万セット（額面総額３億円）を販売 

・有効期限は平成 28 年１月５日 

■産学官連携特産品開発 岐阜女子大と連携し、山県市の特産品の新規開拓に向

け、市場分析や商品開発の検討を進めていきます。 

■商業活動の促進 総計 71 商工会が行う各種事業（専門家による経営診断や商工

会指導員による巡回指導や各種融資についての相談

等）がスムーズに実施できるよう商工会活動を支援す

るとともに、事業者が必要とする顧客管理や会計処理

の効率化、販路拡大、企業 PR のためのホームページ

作成やパソコン講習会を実施する支援を商工会と連

携して実施します。また、山県市北部地域の活性化の

ため、谷合地区を中心に、夏は盆踊りに合わせた竹灯

籠イベント、冬はイルミネーションイベント等を実施

します。 

■商業団体の育成と共同事業の促

進 

国、県などの補助金を活用し、各種組合など商業団体

の育成を進めます。また、年末大売出しなどの共同事

業の促進を図ります。 

■工業立地環境の向上 総計 73 東海環状自動車道の全線開通と高富 IC（仮称）の完成

を視野に入れ、企業用地の候補地選定や遊休地情報の

把握に努めます。 

■既存工業の育成 中小企業向けの各種補助・支援制度について情報提供

に努めるとともに、融資制度の効果的な運用を図り、

既存企業の育成に努めます。また、「市企業立地促進

条例」に基づく工場等設置奨励金や雇用促進奨励金な
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どにより、産業振興の促進や雇用機会の増大、市民所

得の向上を図ります。また、山県まちづくり振興券の

交付などにより、地域の活性化や市内商工業の振興に

努めます。 

■創業、起業の支援 総計 79 積極的にコミュニティ・ビジネス等の育成を図りま

す。 
■雇用の確保 総計 81 企業誘致や雇用情報の提供を引き続き行います。ま

た、商工会を通じて、多くの人が各種技能や資格を取

得できるよう、事業主への働きかけを引き続き行いま

す。 
■労働環境の向上 事業者を対象に、商工会や市の広報紙などを利用し

て、育児休業や介護休暇、看護休暇、男女雇用機会均

等法などの周知を図るとともに、ワーク・ライフ・バ

ランスの促進、企業における子育て支援、高齢者、障

がい者の就労に関する企業の理解と促進を図ります。

また、国や県などが作成したパンフレットや広報紙な

どを利用した労働災害防止対策の徹底、就業中の事故

発生未然防止の周知、加えて、勤労者の健康管理につ

いての相談・指導、勤労者福祉に関する情報提供の充

実に努めます。 
■障がい者の就労支援と社会参加

総計 14 

障害者雇用推進法に基づき、関係機関との連携を強化

しながら地域での自立・雇用を促進し、障がい者の社

会参加・地域移行の支援に努めるとともに、文化活動

やスポーツ・レクリエーションを通して、地域におけ

る参加・交流を促進します。また、知的障がい者や精

神障がい者などが参加しやすい環境づくりに努めま

す。 
② 農業・林業の活性化 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

揚水機の年間更新数 １基(H26) ２基 

畜産衛生環境事業補助金額 2,177 千円 2,000 千円 

野生鳥獣侵入防止柵の設置延長 115km 175km 

畜産衛生苦情件数 15 件 ０件 

にんにく生産量 12ｔ 20ｔ 

年間木材生産量 7,500 ㎥ 9,000 ㎥ 
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■農業基盤の整備 総計 67 中山間地域などでの農業農地基盤の整備を促進する

とともに、農業用揚水機、用排水施設の計画的な更新

を進め、優良農地の確保に努めます。また、優良農地

の保全及び農地法の適切な運用を主眼に、毎年農地パ

トロールを実施するなど、農地の無断転用の早期発見

と是正・耕作放棄地の解消に努めます。また、畜産農

家への衛生管理意識の普及の促進、畜舎の消毒等の支

援充実を図るとともに、畜産ふん尿の活用方法や管理

方法などについての研究を進めます。 
■農業経営の安定化 大型農業機械の導入支援、高能率機械の導入支援、機

械化営農組合の法人化の促進、農地の集約化と機械化

への取組、岐阜地域就農支援協議会等と連携した新規

就農者の受入体制の整備、鳥獣による農産物への被害

防止対策の実施を通じて、農業経営の安定化、効率化

に努めます。 

■農産加工などの促進 イベントを活用した PR や販売機会の拡大、インター

ネットによる流通・販売について支援するとともに、

クリーン農業などによる安全性の高い農産物生産の

拡大を図ります。また、にんにくの産地化に向け、６

次産業化手法を取り入れた付加価値商品の加工を推

進するほか、大学や商工会などと連携した加工品など

の開発を支援します。 

■木材産業の振興 総計 69 林業経営改善のための国などの融資制度を活用し、経

営基盤の強化に向けた取組を支援するとともに、優良

な地元産材の「地産地消」に努め、木材利用や販路拡

大を進めます。また、炭焼き体験事業などを行い、環

境にやさしい資源の活用に努めます。 
■担い手の育成 森林組合等の事業量の増大と経営基盤の強化を支援

し、組織・機能の活性化を促進するとともに、林業を

担う後継者や労働者の確保・定着に向けた取組を支援

します。 
 
（２）外部産業の呼び込み 
高富 IC（仮称）の供用開始という絶好の機会に、力強い山県市の地域産業に加えて、山

県市内の経済を更に活性化するために、外部産業の誘致に力を注いでいきます。 
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① 企業を呼び込む 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

工場等設置奨励金 ４件 30 件 

■誘致基盤の強化 総計 79 企業誘致を促進するとともに、周辺環境の整備を進

めます。 
■誘致活動の推進 企業ニーズに対応した企業立地助成制度の充実を図

り、優良企業の誘致活動を推進するとともに、東海

環状自動車道などの整備動向を見据えながら、流通

産業や環境配慮型産業などの誘致に努めます。 
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 ４ 基本目標４                            

 

 

（１）交流人口の呼び込み 
交流人口を呼び込み、更に移住・定住に結び付けるためには、若い世代を中心として、

すべての世代の方を対象にしたプロモーション、つまり、地域の魅力発信と認知度の向上

が大切となります。そのため、ICT の利活用はもとより、地域での交流イベントの開催や、

若い学生と協働したブランド作りを進めていきます。 

 
① 交流イベント 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

結婚相談件数 － 
●   120 件 

（H28.３実施計画） 

伊自良湖来客数 11,130 人 12,000 人 

■結婚相談 結婚相談所（マリッジサポートセンター）を開設し、

婚活を支援します。また、ぎふ広域結婚相談ネット

ワークに参加することにより、広域でのマッチング

にも対応します。 

みなが集い、みなを呼び込む！

数値目標

（案1）交流人口（観光地点別入込客数）

340,000人 〔基準値(H25) 284,920人〕

（案2）地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾗﾝｷﾝｸﾞ **位 〔基準値(H27)9月下旬発売予定〕

または認知度ネット調査 初回調査比認知度向上

•【基本的方向】 地域の魅力発信と地域間連携
高富IC（仮称）の開設を契機として、周辺都市等とのネット
ワークを更に強化し、産業・居住といった生活圏の一体化を
図っていくとともに、シティプロモーションを積極的に進め、
地域全体の魅力を高め、交流人口を更に増やしていきます。
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■婚活サポート 結婚支援セミナーなど婚活イベント等を実施し、婚

活を支援します。 

■伊自良湖整備（足漕ボート） 足漕ボートを設置するなど、伊自良湖の恋人の聖地

としての環境整備を行います。 

■伊自良湖「恋人の聖地」 NPO 法人地域活性化支援センターが展開する恋人の

聖地プロジェクトに参加、プロポーズにふさわしい

ロマンチックなスポット（恋人の聖地）として伊自

良湖を認定申請することにより、結婚の促進と伊自

良湖の観光スポットとしてのリノベーションを図り

ます。 

② 観光交流の振興 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

四国山香りの森公園、香り会館利用者数 85,000 人 95,000 人 

■観光、交流機会の拡充 総計 75 「グリーンプラザみやま」における市民サービスの

向上と行政運営の効率化、「香り会館」と「四国山香

りの森公園」の一体的な利活用、四季を楽しむこと

ができる施設としての「伊自良湖」の PR、市まつり

実行委員会などとの連携によるイベントの充実やPR 

強化、自然体験事業などの誘致促進、グリーンツー

リズムと連動した農林業体験企画の充実等を進め、

市内外からの来訪者の増加に努めます。また、観光

協会や観光事業者との連携を強化し、広域的な既存

観光ルートへの位置付けを明確化するために、近隣

市町村との連携を図ります。 

■受入体制の強化 観光協会の育成を図ると同時に、パブリシティやホ

ームページの活用による情報提供や PR を強化しま

す。 

■特産品開発の推進 観光協会、商工会、農業団体等の支援を引き続き行

うとともに、更に農外企業の農業参入を支援し、特

産品の開発を進めるとともに、観光協会と商工会、

農業団体（各特産品振興協議会等）と連携を強化し、

特産品開発を進めます。 

③ 地域資源の有効活用 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 
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休日滞在人口 1.49 倍 
●  1.64 倍 

（H28.３実施計画） 

Youtube、Facebook 等閲覧回数 

〔「山県ブランド」事業〕 
－ 

●  10,000 回 

（H28.３実施計画） 

グリーンプラザみやま利用者数 10,967 人 12,500 人 

農産物直売所入客数  ふれあいバザール 

           てんこもり 

67,688 人 

155,000 人 

69,000 人 

156,000 人 

市重要無形民俗文化財舞台公演会来場者数 300 人 315 人 

歴史関係出前講座実施回数 ５回 10 回 

■学生と一緒に創る「山県ブランド」

事業 

東海圏の大学サークルを対象に山県市 PR 映像等制

作コンペを実施します。学生には１週間程度市に滞

在を依頼し、地域ブランド力の向上に繋がる映像を

制作してもらいます。そして、SNS 上の評価や創生

会議による審査で最優秀作品を選定、JR岐阜、名古

屋駅等の大型ビジョンで広報するなど山県市の魅力

を積極的に PRします。 

■山県市シティプロモーション事業 山県市における定住の魅力をコンテンツとしてまと

め、学生を含めた名古屋圏域の在住・在勤者を対象

に、フリーペーパーへの掲載、テレビ・ラジオでの

スポット広告、ポスター広告、SNS による情報発信、

ノベルティグッズの配布などを通じて、山県市の魅

力情報として広く PR します。 

■産学官連携特産品開発（再掲） 岐阜女子大と連携し、山県市の特産品の新規開拓に

向け、市場分析や商品開発の検討を進めていきます。 

■観光・交流資源の整備、活用 

 総計 77 

市内農産物直売所の観光客の交流拠点としての PR、

「伊自良湖」と釜ヶ谷山など周辺施設との一体的整

備、「グリーンプラザみやま」の市民サービスの向上

と行政運営の効率化、東海環状自動車道高富 IC（仮

称）周辺で新たな拠点となる施設の建設等を通じて、

観光の活性化や市内外の交流促進に努めます。 

■地域資源のネットワーク化の 

推進 

県観光連盟と連携し、テーマに応じた情報発信に努

めます。 

■文化遺産の保護 総計 99 遺跡の発掘や文化財の調査体制の充実を図り、文化

遺産についての調査データ（図面、歴史資料、聞き

取り調査記録、写真、映像記録等）を整備し、学術

的評価の明確化と、その保護に努めるとともに、国・
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県・市指定有形文化財の修理・修繕の必要が生じた

際には補助金を交付し、文化財の保存と活用を図り

ます。 

■文化遺産の継承と活用 無形民俗文化財等の保存活動を支援し、伝統行事や

郷土芸能の継承に努めます。また、文化遺産の調査

成果の公表や活用により、市民の理解や関心を高め

るとともに、市民による保護・活用のためのネット

ワークづくりを促進し、文化遺産をまちづくりに活

かし継承に努めます。 

④ 情報発信 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

公衆無線 LAN 環境設置施設数 25 箇所 40 箇所 

広報紙閲覧率 87.8％ 90％ 

ホームページ閲覧率 39.8％ 50％ 

市民座談会 202 人 400 人 

■情報通信基盤の充実 総計 37 インターネット環境の充実を図り、利用者のニーズ

や社会情勢に合わせたサービスの拡充に努めるとと

もに、利用者の接続環境・利用実態にあった接続先

の選択ができるよう提供エリアの拡大等の要望に努

めます。 
■市政での情報化の推進 情報通信技術の活用とともに、安全性と信頼性の確

保を図るとともに、市政の各分野における情報化を

推進し、情報システムの効率的な利用を促進します。 
■市民の ICT 利活用の支援 高齢者や障がいのある人などに配慮した情報提供に

努めるとともに、観光施設や災害時における防災の

拠点（避難所を含む）等の公共施設に公衆無線 LAN

環境の整備拡大を推進するなど、利用者のニーズや

社会情勢に合わせたサービスの提供を行えるよう取

り組みます。 

■広報活動の充実 総計 106 広報紙、広報番組、ホームページ、SNS 等多様なメ

ディアを使い分け、市民が必要とする市政に関する

情報をわかりやすく提供します。 

■広聴活動の充実 各種委員会や審議会、説明会、パブリックコメント

等の機会を活用し、政策などについての広聴活動を

推進し、市民の要望や提言の把握に努めるとともに、
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ホームページを閲覧した市民が、ホームページ上で

意見や質問を送信できるように努めます。 

■情報公開の充実 情報公開制度や個人情報保護制度に対応した情報管

理に努めます。 

 
 
（２）周辺都市等との交流・相互補完 
まちは単独で成り立つものではなく、隣接市町や近隣自治体を含めた有機的なネットワ

ークの上で成長してきました。これからの人口減少社会の中では、これまで以上に強い繋

がりをもって、交流・相互補完をしていく必要があります。 
 
① 都市間ネットワーク 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

自主運行路線 乗車人数 185,926 人 198,000 人 

自主運行路線 一便当たりの乗車人数 5.9 人 6.2 人 

自主運行路線 乗車一人当たりの運行経費 828 円 770 円 

■中山間地の買物支援 交通基盤、交通ネットワークが脆弱な中山間地の市民

の日常生活を支援するため、公的サービス・民間サー

ビスの双方を念頭に置きつつ、事業の採算性と市民ニ

ーズのマッチングを行い、効率が良く、公的主体・民

間事業者・市民が納得できる物流スキームの検討を進

めていきます。 

■地域公共交通網形成計画と地域

公共交通再編実施計画の策定 総

計 35 

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの

再構築をめざす、地域公共交通網形成計画と地域公共

交通再編実施計画を新たに策定するとともに、地域公

共交通再編実施計画については、国・県の重点的な支

援を受けられるよう国土交通大臣の認定に向けた検

討を行います。 

■交通結節点整備の検討、市内外の

移動の円滑化 

高速道路網、バス、タクシー、自家用車、自転車、徒

歩など各種交通モードを結節し、市内の移動と市外へ

の移動が円滑に行える、新たな交通結節拠点整備を検

討するとともに、新たな交通結節拠点を中核施設と

し、特産品物販、飲食、観光、市民活動、健康福祉、

教育、防災など幅広く活力あるまちづくりの拠点とな

る複合施設としての整備を検討します。 
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■自主運行バスなど生活交通の維

持確保・利便性の向上 

市地域協働推進事業計画に基づき、各種利用促進策を

市民、事業者との協働で計画の推進に努めていくとと

もに、自主運行路線、市内全営業路線、タクシー情報

等を網羅した公共交通ガイドブックの継続的な発

行・更新、対象者を絞った利用促進教室の開催、バス

ヘルパー活動の継続的な実施、運賃減免の適宜の実

施、補助制度の効率的活用の継続的な検討を進めてい

きます。また、地域バス調整会議開催を支援し、地域

内の合意形成・関係機関調整による運行方法（バス、

デマンド型交通等）の選択・ダイヤ・ルート、運行日

の改変を行います。 

■民間路線バス・タクシーの運行体

制の充実 

民間路線バス事業者、タクシー事業者等との協議を踏

まえ、市内公共交通の維持・確保に向けての情報共

有・運行調整を図るとともに、公共交通ガイドブック

の継続的な発行・更新、自主運行路線と営業路線との

乗り継ぎ情報や、現在の運行状況を検索できるホーム

ページの充実を通じて利便性の向上を図ります。ま

た、新たな交通結節拠点から JR 岐阜駅方面への営業

路線の快速便増便など、輸送力強化を事業者に促しま

す。 

■福祉有償運送の推進 障がいのある人などの利便性確保のため、福祉有償運

送を推進するとともに、関係機関などの協議を踏まえ

て適正な福祉有償運送の確保を図ります。 

② 広域行政の推進 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

地方中枢拠点都市連携協約の締結に向けたプロジェクト会議 ０回(H26) ４回 

■広域連携事業の推進 総計 117 ●行政ニーズや地域課題などに対応して、「岐阜地域

広域圏協議会」の構成市町などとの共同事業や連携事

業を推進します。また、テーマに応じて、新たな地域

との連携事業の可能性を検討します。 
③ 国際交流の推進 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

ホストファミリー会員数 15 人 20 人 

外国語表記案内施設数 ０施設 ２施設 
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■国際理解の推進 総計 112 市内在住の外国人やその他関係団体などの協力を得

ながら、学校教育や生涯学習において異文化について

の学習機会を拡充します。また、市内小中学校に外国

語指導助手（ALT）及び学習支援員（英語指導助手）

を配置します。 

■国内外との交流の推進 姉妹都市フローレンス市への青少年海外派遣事業を

継続するとともに、国際交流員を受入れ、交流を図り

ます。また、市外で行われているイベントや物産展等

にて PR を兼ねた特産品の販売等を行って交流に努め

ます。 

■受入体制の整備と多文化共生社

会の実現 

市ホストファミリーの会を中心に、外国からの派遣団

の受入を進めます。また、市を紹介する観光パンフレ

ットや主要な観光・交流施設などの案内表示を外国語

表記するよう努めます。 
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 ５ 基本目標５                            

 

 

（１）豊かな自然 
まちを支えるのが人であれば、人を支えているのは豊かな自然であり、自然があるから

こそ、人は健全に豊かな心を持って過ごすことができます。まちと自然は一体として相互

に必要不可欠な要素であり、その保全・再生は我々の責務であり、また、それが人を呼び

込む魅力ともなります。 
 
① 都市を支える大地としての機能の強化 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

環境パトロール日数 160 日 160 日 

環境保全監視員 14 人 17 人 

林道伊自良根尾線開設（延長） 4,361ｍ 5,081ｍ 

間伐実施面積（年間） 250ha 400ha 

■自然の保護・再生 総計 52 環境パトロール事業を業務委託し、定期的巡回、不法

投棄の早期発見、ごみの回収を実施するとともに、自

治会連合会長等を環境保全監視員に委嘱し定期的に

監視を行います。また、エコクラブ活動で環境学習を

行い自然環境の保護に対する理解を深めるとともに、

ホタルやイワザクラ等の保護及び増殖を図り、良好な

自然環境を保全します。 
■自然の有効活用 森林を活用した自然体験学習やイベント、自然観察会

みなが癒され、みなが安心！

数値目標

（案）癒し・安心度指数 *** 〔基準値(H**) ****〕

•【基本的方向】 自然・癒し、そして安心できる生活
山県市の自然が持つ多面的な機能を維持し、疲弊している現
代人の心を癒すとともに、すべての人が日常生活を安心して
過ごせるベースとなる防災・防犯・都市基盤整備等を推進し
ていきます。
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等、市民が自然と親しみながら学習することのできる

機会を拡充し、市民の主体的な自然環境保護活動を促

進するとともに、自然体験学習の指導者の育成・確保

に努めます。また、自然環境に配慮した親水空間や遊

歩道、その他自然学習の場の整備を図ります。 
■林道などの整備 総計 54 森林が持つ多面的機能が十分発揮されるよう林道、作

業道の整備及び間伐を推進します。 
■森林の保全・活用 森林整備事業・森林環境基金事業を活用した民有林の

適正な管理・保全、適切な森林施業の推進、山地保全

対策、林野火災予防、森林病害虫予防対策等の強化を

通じて、豊かな森林の育成に努めます。また、間伐材

の利用を促進し、林業の活性化を図るとともに、林業

体験教育を通じて市民への森林の保全と活用に対す

る理解を深めます。 
 
（２）心の癒し 
人は魅力ある景観、豊かな水辺や緑を見たり、綺麗な花を愛でることによって、心を癒

され、次のステップに進むことができます。山県市は、すべての方の心を癒す空間を形成

していきます。 
 
① 若者・現代人の心の癒し 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

四国山香りの森公園、香り会館利用者数（再掲） 85,000 人 95,000 人 

公園管理委託箇所数（自治会等委託） 18 箇所 22 箇所 

屋外広告物パトロール １回／年 ３回／年 

まち美化パートナー登録団体数 20 団体 26 団体 

■総合的な景観形成の推進 総計

47 

良好な景観づくりに向けて、市民と協働し景観計画の

策定や景観条例の制定を進めます 
■魅力ある街並みの形成 周辺土地利用や自然環境を勘案し、屋外広告物条例の

制定を検討します。また、景観に配慮した公共案内看

板の設置及び街路樹等の保全管理に努めます。 
■既存公園の充実 総計 49 市民や民間団体と連携を強化し、遊具の安全管理や公

園施設のバリアフリー化など、公園の適切で効率的な

維持管理に努めます。また、四国山香りの森公園の利

用促進を図り、市内外の人々が集う魅力ある公園づく
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りに努めます。 
■都市公園などの整備検討 市民ニ－ズを踏まえ、都市公園の整備を検討するとと

もに、福祉健康広場構想を策定し、公園整備などの検

討を進めます。 
■水辺と緑地の環境整備 鳥羽川などの河川改修が実施される場合には、地域の

ニ－ズを踏まえ自然環境や景観に配慮した河川整備

について事業主体に積極的に働きかけ、市民の憩いの

空間づくりに努めます。 
■緑化・花のまちづくりの推進 

総計 64 

自治会、子ども会や老人クラブ等の団体に対し、花

壇・プランターの維持管理等の緑化活動を支援し、地

域の公園、集会場や道路などに花飾りを実施するなど

環境美化に取り組みます。また、緑の募金を活用し、

市内の緑化を推進します。 
■環境美化活動の促進 身近な公共空間である道路、公園、河川等の公共施設

の美化及び清掃を行う市民等のボランティア活動を

展開する個人又は団体（まち美化パートナー）に対し、

必要な物品や用具等の支給又は貸与、パートナー証の

交付、パートナーサインの設置、活動に対する保険の

適用等を行います。 
 
（３）安全な生活 
日常生活や、すべての活動が成り立つのは、人々が安心して暮らせることができる社会

基盤やそれを支える社会システムがしっかり整備されているからです。道路、河川などの

ハードな社会資本に加え、消防、防災などのソフトなど、安全安心に繋がる施策を、その

費用対効果を検証しながら、推進していきます。 
 
① 防災・防犯・消防・交通安全対策の充実 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

住宅用火災警報器設置の条例適合率 61％ 80％ 

交通事故死者数 ２人 ０人 

交通事故加害者数（免許所有者 1,000 人あたり） 5.66 人 5.5 人 

■総合的な防災・防犯対策の強化 

総計 26 

防災会議を定期的に開催し、地域の実情を考慮しなが

ら、地域防災計画の適時点検・見直しを進めるととも

に、市民への確実な情報提供、高齢者や障がい者など

の避難行動要支援者への対応、災害発生時に適確に対
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応できる防災体制、消防・救急体制の整備、公共施設

の耐震化や避難所の環境整備、ヘリポートの活用によ

る災害時の救援活動を進め、地域の防災力を高めま

す。また、ハザードマップでの危険箇所の市民への周

知、避難誘導体制の強化、防災行政無線施設や気象情

報集約システムの活用、インターネットを利用した防

災情報の提供を図るなど、被害防止や防災活動などの

ための情報伝達体制を強化します。 
■消防体制の強化 常備消防については、大規模・複雑多様化する災害に

対応するため、近隣市町との消防の広域化を検討し、

初動体制の充実と消防力の強化を図ります。また、消

防団については、装備品等の充実と団員の資質向上に

取り組むとともに、地域に根ざした消防団活動の活性

化を図ります。 
■地域の防災・消防体制の強化 自主防災会の組織化の促進、防災訓練での指導、消防

団員への加入促進、自主防災組織との連携等を含めた

消防団の活性化に努め、地域の防災力を強化するとと

もに、家庭防火の担い手である女性防火クラブ員に対

する防火・防災に関する研修の実施や、自主防災組織

や消防団などの関係組織との連携を図ることによっ

て、地域における防火防災意識の普及に努めます。ま

た、市民協働による地域福祉のまちづくりを推進し、

防災・減災の意識啓発、市民主体による防災・減災へ

の取組への支援に努めます。 
■交通安全対策の充実 総計 30 幼児、小学生に対する交通安全教室の実施、山県警察

署による高齢者交通安全大学校での講義を通じて、交

通安全意識の高揚を図り、事故のないまちをめざしま

す。また、地域の要望を踏まえながら、交通安全施設

の計画的な整備・更新に努めるとともに、保育所や学

校、老人クラブ、自治会との連携を通じた交通安全教

育の強化、交通安全協会との連携による広報・啓発活

動を推進し、交通安全意識と交通マナーの向上に努め

ます。 
■雪対策の強化 効率的な除雪計画により、道路などの除雪作業の迅速

化を図ります。また、高齢者や障がい者などの冬の暮

らしの安全確保のため、必要に応じて住宅の屋根の雪
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下ろしの助成を実施します。 
■防犯対策の充実 市内の必要箇所への防犯灯の設置を継続して進める

とともに、老朽化した防犯灯の LED 化を進め、電気料

金の抑制にも努めます。また、市職員とボランティア

による青色回転灯パトロールを行うとともに、関係機

関との連携を図り、犯罪被害者の相談体制を強化しま

す。 

② 基盤整備 

重要業績評価指標（KPI） 
基準値 

（H25） 

目標値 

（H31） 

普通河川改修工事箇所数 ５箇所 ７箇所 

急傾斜地崩壊防止施設のパトロール回数 １回 ２回 

市道改良工事箇所数 33 箇所 35 箇所 

橋梁長寿命化対策（累計） １橋 19 橋 

橋梁の点検実施数（累計） 52 橋 612 橋 

安全施設・歩道の改修工事箇所数（累計） ０箇所 ５箇所 

給水普及率 97％ 99％ 

有収率 73.3％ 80.0％ 

地籍調査事業実施面積（累計） 0.42 ㎢ 3.0 ㎢ 

土地利用規制（用途地域）の指定面積（累計） 315ha 340ha 

水洗化率（人口） 55％ 68％ 

■公共施設マネジメントの推進 増加し続ける公共施設の維持管理費を低減し、将来に

渡り無駄のない効率的な社会を作り上げるため、長期

的な視点に基づく公共施設等総合管理計画を策定し、

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進してい

きます。 

■河川改修の推進 総計 28 護岸整備や危険箇所の改修を進め、洪水や護岸の決壊

などの河川災害の未然防止を図ります。なお、事業に

あっては、河川の生態系への配慮に努めます。 

■治山・砂防対策の強化 急傾斜地崩壊危険区域等の監視や崩壊防止対策など

を推進し、急傾斜地に接近している住宅などの安全確

保に努めるとともに、市民に対して、広報・啓発活動

を促進し、治山・砂防事業に関する理解の向上に努め

ます。また、山地災害の未然防止のための治山・砂防

施設機能の維持、新たな治山・砂防事業の施行につい

て、県に対して積極的な要望を行います。 
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■自動車専用道路の整備 総計 33 東海環状自動車道及び高富 IC（仮称）の早期開通に向

けて、国や関係機関への働きかけに努めます。 

■国・県道などの整備 国道 256 号、国道 418 号、主要地方道岐阜・美山線

及び関・本巣線の整備促進や一般県道 5 路線の改良促

進を図ります。 

■市道及び幹線街路の整備 市道の計画的な建設及び改良を推進するとともに、高

齢化が進む橋梁などの計画的な補修を行い、長寿命化

を図ります。 

■うるおいと魅力ある道づくり 歩道の設置や安全施設の整備を進めるほか、歩道の段

差解消などバリアフリー化に取り組みます。 

■安全で効率的な水道事業の推進 

総計 41 

水質基準に適合した安全で安定したおいしい水を供

給するために、定期的な水質検査や浄水場の定期点検

の実施に努めます。 

■計画的な土地利用の促進 総計

45 

都市計画区域の土地利用の実態と将来計画を勘案し、

土地利用規制の見直し等を進めるとともに、東海環状

自動車道や国道 256 号バイパスの整備に合わせて、周

辺地域の計画的な土地利用を促進します。また、国土

調査法に基づく地籍調査事業を推進し、土地利用の促

進に努めます。 

■市街地の整備 市民や民間との連携を図り、中心市街地活性化の方策

について検討します。また、東海環状自動車道高富 IC

（仮称）周辺の土地区画整理事業を検討します。 

■公共下水道事業の推進 総計 56 公共下水道の計画的な推進を図り、供用区域の段階的

拡大と普及率の向上をめざします。 
■農業集落排水処理施設の有効活

用 

放流水質の適正な維持管理行い、農業用水等の水質保

全に努めます 
■雨水対策の推進 集中豪雨等に伴う被害の防止を図るため、雨水排水施

設の整備を進めます。 
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 終章 おわりに                       
 
山県市は、合計特殊出生率の低さや若年層の転出超過などの大きな課題を抱えています。

全国的な人口減少社会において、このまま対策を講じなければ、山県市の産業や市民生活

などに悪影響を及ぼすことは明白です。 

 

 「山県市まち・ひと・しごと創生総合戦略」で掲げた、めざすべき将来の方向性、将来

展望、具体的戦略は、山県市の取り巻く状況を踏まえると積極的に取り組まなければなり

ません。厳しい環境下であっても、持続的に発展を遂げるために、市民の皆様との認識を

共有化し、市民、産業界、教育機関、金融機関、行政など全市を挙げて一体となって人口

減少社会に立ち向かいたいと考えています。 

 

山県市には豊かな自然環境、勤勉で人情あふれる人間性など、他に誇れる「モノ」も「ヒ

ト」もあります。更には、平成 31 年度に高富 IC（仮称）の供用開始、翌 32 年度には東海

環状自動車道西回りルートの全線開通というプラスに作用する絶好の機会を控えています。

皆様のご協力を得ながら英知を結集し、山県市の資源を最大限活用することで、本戦略で

掲げた目標を着実に実現すべく邁進してまいります。 
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山県市まち・ひと・しごと創生会議 


